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実務対応報告公開草案第 52 号 

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い（案）」等に対するコメント 

１．コメントの対象となる公表物の名称及び公表時期 

・実務対応報告公開草案第 52 号「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い（案）」（以下「公

開草案」という。）（平成 29 年 5 月 10 日公表） 

・企業会計基準適用指針公開草案第 57 号（企業会計基準適用指針第 17 号の改正案）「払込資本を増加させる可能性のある部分を含む

複合金融商品に関する会計処理（案）」（平成 29 年 5 月 10 日公表） 

 

２．コメント募集期間 

平成 29 年 5 月 10 日～平成 29 年 7 月 10 日 

 

３．公開草案を踏まえた公表物の名称及び公表時期 

・実務対応報告第 36 号「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（以下「本実務対応報告」

という。）（平成 30 年 1 月 12 日公表） 

・改正企業会計基準適用指針第 17 号「払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品に関する会計処理」（平成 30 年 1

月 12 日公表） 

 

４．コメント提出者の概要 

公開草案に対して 253 通のコメントが寄せられた。公開草案に寄せられたコメントについては、団体等又は個人のいずれに分類すべ

きかの判断が困難な例が多いため、コメント提出者について団体等又は個人の区別は行っていない。 

なお、コメント提出者の一覧については、別紙に記載している。 
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５．主なコメントの概要とその対応 

以下は、主なコメントの概要と企業会計基準委員会（以下「委員会」という。）のそれらに対する対応です。 

「コメントの概要」には主なものを記載していますが、以下に記載されていないコメントについても、委員会で分析を行っています。 

また、以下の「コメントの概要」には、文章表現に関するものについては、記載していません。 

 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

質問 1: ストック・オプション会計基準に含まれることに関する質問 

本公開草案の提案に同意するコメント 

1）本公開草案の

提案に同意する。

本公開草案の提案に同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

権利確定条件付き有償新株予約権の付与について報酬性はないため、本公開草案の提案に同意しないコメント 

2）公正価値評価

に基づいて金銭

を支払っている

場合、報酬性はな

い。 

第三者評価機関の算出する公正価値評価に基づいて、当該価格を実際に支払って

取得する新株予約権であり、報酬性はないと考える。 

従業員等に対して権利確定条件付き有償

新株予約権を付与する取引は、平成 26 年 12

月に基準諮問会議から提言を受けて検討を

開始し、平成 29 年 5 月の公開草案の公表に

至るまで、企業会計基準委員会で 9回、実務

対応専門委員会で 8回、時間をかけ十分な審

議を行ってきた。 

審議の過程では、実際の取引の目的や権利

確定条件等の内容等をより深く把握するこ

とを目的として、参考人より、権利確定条件

付き有償新株予約権の内容等について意見

聴取を行った。 

そのうえで、従業員等に対して権利確定条

公正価値としての対価を支払っているのであれば、報酬性はないと考える。あく

まで公正価値かどうかで判断すべきであり、公正価値でないとすれば、あるべき公

正価値との差額を報酬とすべきと考える。 

権利確定条件付き有償新株予約権は、企業が、従業員等から現金を対価として受

け取り、その従業員等に付与するものである。したがって、企業会計基準適用指針

第 17 号「払込資本を増加させる可能性がある部分を含む複合金融商品に関する会

計処理」（以下「複合金融商品適用指針」という。）を適用するのが適当である。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

件付き有償新株予約権を付与する取引につ

いては、従業員等が一定の額の金銭を企業に

払い込むという点で、資金調達としての性格

や投資機会の提供としての性格を有すると

考えられるが、引受先が従業員等に限定され

ることや権利確定条件が付されているとい

う特徴を有していることを踏まえると（本公

開草案第 14 項(1)及び(2)（本実務対応報告

第 17項(1)及び(2)））、本公開草案第 17項(1)

から(5)又は第 21 項（本実務対応報告第 20項

(1)から(5)又は第 26 項）に記載したとおり、

企業は追加的なサービスの提供を期待して

権利確定条件付き有償新株予約権を付与し

ているものと考えられる。よって、新株予約

権の付与にあたり従業員等から一定額の金

銭が払い込まれたとしても、報酬としての性

格を併せ持つと考えられるとしている。 

なお、従業員等に対して権利確定条件付き

有償新株予約権を付与する取引が報酬性を

有しないとするコメントに対する詳細な対

応については、コメント 3）の 3 点目のコメ

ント、コメント 7）、コメント 10）からコメン
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ト 14）及びコメント 18）への対応に記載して

いる。 

3）投資制度とし

て発行しており、

労働や業務執行

等のサービスの

対価として給付

する意図はない

ため、報酬性はな

い。 

「権利確定条件付き有償新株予約権」は、自社の企業価値向上を期待する従業員

等による投資制度として定着しているところであり、日本の成長戦略に資するもの

として多数の上場企業、上場を目指すベンチャー企業がこれを採用している。この

ような投資制度として「権利確定条件付き有償新株予約権」を発行する企業は、労

働や業務執行等のサービスの対価として従業員等に給付する意図はないため、公正

な価格による「権利確定条件付き有償新株予約権」の発行については、複合金融商

品適用指針に基づく会計処理が、実務上定着しているものと理解している。 

しかし、公開草案の提案は、従業員等に付与する「権利確定条件付き有償新株予

約権」を一律に報酬とするものであり、従業員等による投資制度として「権利確定

条件付き有償新株予約権」を採用する発行企業が多い現状に照らすと、発行意図に

反する実態に合わない会計処理の強制が生じ得ると考える。 

従業員等に対して権利確定条件付き有償

新株予約権を付与する取引については、企業

会計基準第 8号「ストック・オプション等に

関する会計基準」（以下「ストック・オプショ

ン会計基準」という。）第 2項(2)に定めるス

トック・オプションに該当しストック・オプ

ション会計基準の適用範囲に含まれるのか、

複合金融商品適用指針の適用範囲に含まれ

るのかが必ずしも明確ではなかったことか

ら、検討を開始したものであり、これまでに

発行された権利確定条件付き有償新株予約

権については、当該環境下において発行され

たものであるため、それらの企業における発

行の意図を否定するものではない。 

また、本公開草案では、従業員等に対して

権利確定条件付き有償新株予約権を付与す

る取引が投資制度としての性格を有するこ

とを踏まえ、ストック・オプション会計基準

に準拠した会計処理に加え、従業員等からの

払込金額を新株予約権として計上し（本公開
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

草案第 5項(1)（本実務対応報告第 5項(1)））、

費用計上額の算定の際には公正な評価額か

ら当該払込金額を差し引き（本公開草案第 5

項(3)並びに(5)②及び③（本実務対応報告第

5 項(3)並びに(5)②及び③））、権利不確定に

より失効した場合には当該払込金額を利益

として計上する（本公開草案第 5項(6)（本実

務対応報告第 5項(6)））という、追加的な定

めを設けている（本公開草案第 24 項（本実務

対応報告第 29 項））。 

なお、権利確定条件付き有償新株予約権を

付与する取引が投資機会の提供としての性

格のほか、報酬としての性格を併せ持つと考

えられる点については、コメント 2）への対

応に記載している。 

これまで多数の上場企業、上場を目指すベンチャー企業が有償新株予約権を採用

しているが、当該新株予約権は従業員等の労働の対価として割り当てられるもので

はなく、従業員等が自らの金銭を対価として自由意思で申込みの有無を決定するも

のである。この点は、無償で発行される新株予約権（所謂ストック・オプション）

とは明確に異なる。 

有償新株予約権は、自社の株式の保有を希望する従業員等が、新株予約権の購入

を通じて、将来的な株式保有を実現するものであることから、どちらかと言えば持

従業員等が従業員持株会を通じて株式を取

得する取引と、権利確定条件付き有償新株予

約権を取得する取引は、従業員等が自らの金

銭を対価として、発行企業の資本性金融商品

を取得する点で類似している。 

一方、従業員持株会を通じて株式を取得す

る場合、従業員は株式の取得にあたって特段
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

株会の制度趣旨に近いと考えられる。有償新株予約権を採用している企業は、これ

を投資制度であると位置付けており、付与対象者である従業員等は自らの資金を会

社に拠出していることもあり、これを報酬（給与・賞与）として捉えていた者は少

ないものと考える。そのため、これを「労働サービスや職務執行の対価」として定

義づけることは、自らの資金負担を伴って当社の業績及び株価の向上可能性に対し

て投資することを決断した従業員等の思いを否定するものであり、当該制度の採用

趣旨とも異なることとなる。 

の条件を満たすことが要求されないのに対

し、権利確定条件付き有償新株予約権につい

ては、権利確定条件が付与されるため、両者

は異なる性格を有するものと考えられる。 

なお、権利確定条件付き有償新株予約権を

付与する取引が投資機会の提供としての性

格のほか、報酬としての性格を併せ持つと考

えられる点については、コメント 2）への対

応に記載している。 

本公開草案第 17 項（4）について 

1. そもそも有償新株予約権は、普通株式への投資制度である持株会と類似した、

新株予約権への投資制度であり、引受者の判断により投資決定されるものであ

る。 

無償ストック・オプションは、そもそも無償で付与を受けるものであるため、

そのほとんどで対象者が受取りを拒むことはないが、有償新株予約権の場合、損

失が発生する可能性のある投資であるため、対象者・引受者の個別の投資判断に

基づき引き受けが行われるものであり、その結果、応募率は各社各様で、20％を

下回るケースも存在し、投資制度としての『実態』を伴っている。 

2. 従って、投資制度としての新株予約権であることから、複合金融商品適用指針

が、まさに導入企業の『目的』にも『実態』にも明らかに合致している。 

にも関わらず、これらの発行会社の『目的』と『実態』を完全に無視した形で、

報酬と考えた経緯があまりにも明確ではなく、その理由を明確にすべきである。

本公開草案では、従業員等に対して権利確

定条件付き有償新株予約権を付与する取引

は、従業員等が一定の額の金銭を企業に払い

込むことから、資金調達としての性格や投資

の機会の提供としての性格を有することを

認識した上で、企業が従業員等を引受先とし

て権利確定条件が付された有償新株予約権

を付与しているという点を踏まえると、企業

は追加的なサービスの提供も期待している

ものと考えられることから、報酬としての性

格を併せ持つと考えられるとしている。 

ここで、権利確定条件としては、勤務条件

又は業績条件が考えられるが、勤務条件が付
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

3. 「勤務が要求されている期間のサービス提供を期待」との一方的な記載がある

が、無償発行ストック・オプションではそのほとんどが対象者に引き受けられる

ものであるのに対し、有償新株予約権は対象者の投資判断があってからこそ成立

する取引である。 

そして、在籍条件も業績条件も、それぞれが投資対象の有価証券の前提条件の

一つでしかなく、それらの内容を吟味の上、対象者が投資の決断をした上で金銭

の払込みをもって取得がなされることが当該取引の成立要件の重要な要素であ

り、報酬としての性格はない。 

されている場合、一定期間のサービスの提供

を期待せずに当該条件を付す意義を合理的

に説明することは困難であると考えられ、ま

た、業績条件が付されている場合、従業員等

は業績条件が満たされないと権利を得られ

ないため、本公開草案では、企業は従業員等

からの追加的なサービスも期待して、権利確

定条件を付しているものと考えられるとし

ている。 

なお、本公開草案では、従業員等に対して

権利確定条件付き有償新株予約権を付与す

る取引が投資制度としての性格を有するこ

とを踏まえ、ストック・オプション会計基準

に準拠した会計処理に加え、従業員等からの

払込金額を新株予約権として計上し（本公開

草案第 5項(1)）、費用計上額の算定の際には

公正な評価額から当該払込金額を差し引き

（本公開草案第 5項(3)並びに(5)②及び③）、

権利不確定により失効した場合には当該払

込金額を利益として計上する（本公開草案第

5項(6)）という、追加的な定めを設けている

（本公開草案第 24 項（本実務対応報告第 29
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

項））。 

4）従業員等にと

って、払込金額が

毀損する可能性

があることから

報酬性はあると

はいえない。 

公正価値での新株予約権への投資制度であるため、業績条件の未達成や、株価が

下落し権利行使ができない場合には、当初の新株予約権の取得時に払い込んだ投資

元本が毀損することになる。 

従って、有償新株予約権は損失が発生する可能性のある投資制度であり、そもそ

も損失が発生する報酬制度はありえないと考える。 

ちなみに、株式報酬も株価がゼロになった場合には、ゼロにはなってしまうがマ

イナスになることはない。 

本公開草案第 19 項（本実務対応報告第 24

項）では、「権利確定条件付き有償新株予約権

は、企業が従業員等から払い込まれる金銭の

対価及び従業員等から受ける労働や業務執

行等のサービスの対価として付与するもの

と整理」するとしており、当該考えによると、

権利確定条件付き有償新株予約権を付与す

る取引については、従業員等から払い込まれ

る金銭の対価として付与されるという投資

としての性格と、従業員等から受ける労働や

業務執行等のサービスの対価として付与さ

れるという報酬としての性格を併せ持つこ

ととなる。 

権利確定条件付き有償新株予約権を付与す

る取引において損失が発生するのは、従業員

等から払い込まれる金銭の対価として付与

された部分、すなわち企業にとっては従業員

等からの払込金額に基づき新株予約権とし

て計上する（本公開草案第 5項(1)（本実務対

応報告第 5項(1)））部分の価値が毀損した場

合であり、当該取引の報酬としての性格から
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

生じるものではなく、投資としての性格から

生じるものである。 

5）業績条件は、希

薄化を懸念する

株主への説明と

して付されてお

り、報酬として付

与していないた

め、本公開草案に

同意しない。 

本公開草案では、業績条件について、「その達成に向けた追加的なサービスの提供

を期待」としているが、そもそも発行企業の多くは希薄化を懸念する株主への説明

の要素として付加している。 

一般的なストック・オプションには業績条件がないため、業績が悪化している企

業でも株価のみが外部環境の変化等で上昇すれば権利行使しキャピタルゲインを

取得できてしまうが、業績条件を付加することで、株価の上昇のみでは権利行使が

できず株価の上昇に加えて業績条件の達成＝企業価値の実体の向上があってやっ

と権利行使が可能となることで、希薄化を懸念する株主に賛同を得やすい形となる

ものとなる。 

審議の過程では、この発行会社の目的について、一切議論がなされておらず、報

酬性があるという結論ありきの一方的な解釈の中でのおしつけになっている。 

尚、業績条件は、上場企業間での新株予約権の発行の際にも活用されており、資

金調達目的の発行において、適時開示の資料には希薄化に配慮するため、業績条件

を付加している事例がある。 

更に、新株予約権は、特に未公開企業では、資本政策の手段としても活用されて

いる。未公開企業の場合、新株予約権を発行する際には株主総会への付議が必要と

なり、VC 等の株主の承認を得る必要があるが、希薄化を懸念する株主からは単純な

内容の新株予約権では合意を得られないケースがある。そこで、業績条件を付加す

ることで、株主の理解を得て発行できる可能性につながる。 

左記のコメントのとおり、業績条件の付与

は、希薄化を懸念する既存株主への配慮を目

的とする場合、その効果は否定されないと考

えられる。一方、本公開草案第 17 項(3)（本

実務対応報告第 20 項(3)）に記載のとおり、

従業員等に対して業績条件が付された新株

予約権を付与する場合、業績条件が満たされ

ないと権利を得られないことから当該権利

確定条件付き有償新株予約権の付与は権利

確定日までの間のインセンティブ効果に結

び付き、企業が権利確定日までの追加的なサ

ービスの提供を期待していることも否定さ

れないと考えられる。 

これらの効果は相反するものではないた

め、両立しうるものと考えられる。 

6）権利確定条件 有償新株予約権は会社法上や企業価値評価上も無償のストック・オプションと扱 法律面のコメントへの対応は、コメント
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

付き有償新株予

約権を付与する

取引を報酬とし

て整理すること

について、その理

由を明記すべき

である。 

いが異なる。公正価値で発行される新株予約権は取締役会決議となるが、無償のス

トック・オプションの場合は株主総会決議となる。企業価値の点から見ても、有償

新株予約権は企業価値を毀損しないが、無償のストック・オプションの場合はその

価値分企業価値が毀損される。本公開草案における有償新株予約権を報酬として扱

うという整理は、既存の各分野における整理との乖離を生じさせるものでもあるた

め、本件取引が報酬性を有する点について相応の説明を行わなければ、将来的に新

たな疑問や論点が生じてしまう可能性がある。そのため、このたび会計上の取扱い

として本件取引を報酬として整理することについて、その理由を明示的に説明すべ

きである。 

66）への対応に記載している。 

また、権利確定条件付き有償新株予約権を

付与する取引が投資機会の提供としての性

格のほか、報酬としての性格を併せ持つと考

えられる点については、コメント 2）への対

応に記載している。 

今回のご説明の中で有償新株予約権の報酬としての性格の有無を検討するにあ

たって参照されているストック・オプション会計基準を見ると、《「報酬」とは、企

業が従業員等から受けた労働や業務執行等のサービスの対価として、従業員等に給

付されるものをいう》とされています。「報酬」の反対給付として従業員等から会社

が受けるものは【労働や業務執行等のサービス】と規定されており、これを「従業

員から別途の正当な対価支払を受けて給付する行為も含まれている」とは、到底読

むことができません。 

本公開草案では、権利確定条件付き有償新

株予約権を付与する取引については、企業が

従業員等から払い込まれる金銭の対価及び

従業員等から受ける労働や業務執行等のサ

ービスの対価として付与するものとしてお

り、従業員等から払い込まれる金銭の対価は

報酬とは別のものとして整理している。 

発行対象者が従業員や役員であることは本件会計処理を決定する条件にはなら

ず、それを理由として報酬としての性格を持つと考えることには同意しない。 

本公開草案では、第 14 項（本実務対応報告

第 17 項）に記載のとおり、権利確定条件付き

有償新株予約権の発行対象が従業員等に限

定されることを主な特徴の一つとして挙げ

ている。ただし、それのみをもって報酬とし

ての性格を持つとするものではなく、本公開
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

草案第 17 項(1)から(5)又は第 21 項（本実務

対応報告第 20 項(1)から(5)又は第 26 項）に

記載したとおり、企業は追加的なサービスの

提供を期待して権利確定条件付き有償新株

予約権を付与しているものと考えられるこ

とから、報酬としての性格を併せ持つと考え

られるとしている。 

ストック・オプション会計基準における報酬の概念が整理されていないため、本公開草案に同意しないコメント 

7）ストック・オプ

ション会計基準

に定める報酬の

概念を包括的に

見直すべきであ

る。 

   

 

ストック・オプション会計基準は、公表当時、一般的に利用されていた従業員等

に無償で付与されるストック・オプションを念頭において検討され公表に至ったの

であり、その当時、一般的に利用されていない「権利確定条件付き有償新株予約権」

を考慮して報酬概念が検討されたわけではない。 

「権利確定条件付き有償新株予約権」を発行する企業は、現金を対価として受け

取り付与する新株予約権と理解しているのが実態であり、労働や業務執行等のサー

ビスの対価として従業員等に給付する意図はない。 

それにもかかわらず、公開草案は、企業がその従業員等に対して付与する「権利

確定条件付き有償新株予約権」は、有償であるという特徴を除けば無償のストック・

オプションと類似する（公開草案 17 項(1))としている。これは、投資制度として

の特徴を除くと類似するものと整理しているのであり、投資制度として捉えるべき

か、報酬制度として捉えるべきかの本質的な議論を避けて、一律に「権利確定条件

付き有償新株予約権」は、ストック・オプション会計基準第 2 項(2)に定めるスト

ック・オプションに該当する旨の結論づけをしているように見える。 

従業員等に権利確定条件付き有償新株予約

権を付与する取引は、ストック・オプション

会計基準の公表時には想定されていなかっ

たものの、ストック・オプション会計基準は

自社株式オプションを従業員等に付与する

取引を整理した基準であり、従業員等に権利

確定条件付き有償新株予約権を付与する取

引が有する、引受先が従業員等に限定される

ことや、権利確定条件として勤務条件及び業

績条件が付されているか、又は勤務条件は付

されていないが業績条件は付されていると

いう特徴については、ストック・オプション

会計基準の公表時に想定していた取引と類

似している。これらの特徴を踏まえると、権
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

一般的に利用されていない「権利確定条件付き有償新株予約権」を考慮してスト

ック・オプション会計基準の報酬概念が検討されたわけではないにもかかわらず、

「権利確定条件付き有償新株予約権」は、ストック・オプション会計基準第 2項(4)

に定める報酬としての性格を持つと結論づけようとしているからこそ、投資制度と

しての特徴を除くと従前のストック・オプションに類似するものと整理していると

思われ、一律に報酬とする合理的な根拠が示されていないものと考えられる。 

このようなことから、ストック・オプション会計基準の報酬概念を再定義するこ

とでの対応が必要であり、その上で「権利確定条件付き有償新株予約権」の会計処

理の在り方を議論すべきであると考える。 

利確定条件付き有償新株予約権を付与する

取引についても、企業は追加的なサービスの

提供を期待して当該権利確定条件付き有償

新株予約権を付与しているものと考えられ

ることから、本公開草案では、当該取引は報

酬としての性格を併せ持つと考えられると

している（本公開草案第 17 項(2)から(5)及

び第 21 項（本実務対応報告第 20 項(2)から

(5)及び第 26 項））。 

この通り、本公開草案は、企業が従業員等

からの追加的なサービスの提供を期待して

権利確定条件付き有償新株予約権を付与す

るという特徴が、ストック・オプション会計

基準で想定される報酬概念と整合すること

を踏まえ、ストック・オプション会計基準第

2項(2)に定めるストック・オプションに該当

するとする提案を行うものであり、既存の報

酬概念に照らして説明可能と考えられるこ

とから、ストック・オプション会計基準にお

ける報酬概念を見直さないこととした。 

ストック・オプション会計基準の公表以降、新たな株式報酬や新スキームのスト

ック・オプションがあらわれる中、ストック・オプション会計基準第 2 項(4)に定

める報酬概念が、実態に合わなくなっているとの問題意識が本公開草案の背景にあ

るものと思われる。 

 報酬概念の再定義が必要であり、実務対応報告で対応するよりも、ストック・オ

プション会計基準そのものを見直すべきであると考える。 

ストック・オプション会計基準の創設時には、会社法上の報酬概念に照らした検

討が行われ報酬定義が明確にされてきたと理解している。今般の議論は、有償スト

ック・オプションを会計上報酬とみなすかという点に尽きると思われるが、専ら実

務対応報告で開発が進められストック・オプション会計基準を見直さないという手

続きには違和感を覚える。 

有償ストック・オプションの会計上の概念が変更され、ストック・オプション会

計基準の範囲に含めようとするのであれば、実務対応報告で開発を進めるのではな
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

く、会計基準自体の変更がなされるべきであると考える。 

仮に本公開草案が意図する会計処理を実務に持ち込む場合、報酬であることを当

然の前提として整備されているストック・オプション会計基準の考え方に有償新株

予約権を含めようとすることは相当の困難を伴うことが予想される。少なくとも、

会社法上の報酬概念に有償新株予約権が当てはまるのか検討を経る必要があると

思われ、それがなされないまま開発を進めるのであれば、ストック・オプション会

計基準自体を見直すべきであると考えられる。 

8）報酬制度全般

について、会計基

準の検討を行う

べきである。 

有償新株予約権を報酬とみなすこととするのであれば、その前に「報酬」の概念

のほう（すなわち「ストック・オプション会計基準」そのもの）を見直す必要があ

ると考えます。 

当該見直しは、現在一般に報酬と考えられていない「正当な対価を支払って従業員

等が会社から財を購入する行為全般」との論理的整合性を保ちつつ、今後新たに開

発されるであろうさまざまな株式報酬等にも適用可能で恣意的な運用の余地の少

ないものとされることを期待します。 

本公開草案は、権利確定条件付き有償新株

予約権を付与する取引の会計処理について、

現状における取扱いが必ずしも明確ではな

いとの要請から開発したものであるため、現

在行われている典型的な取引を対象として

いる。また、コメント 7）への対応に記載の

とおり、権利確定条件付き有償新株予約権を

付与する取引については、ストック・オプシ

ョン会計基準で想定される報酬概念に照ら

して説明可能と考えられることから、報酬概

念の全般的な見直しは行わないこととした。 

なお、株式報酬に関する基準開発につい

て、市場関係者において一定のニーズは存在

するものと理解しており、この点における当

委員会の対応については、当委員会が平成 29

譲渡制限付株式、信託を用いた手法その他のインセンティブ制度が出現、増加し

ている現状がある中で、議論の必要性も示されないまま特定のスキームについての

み議論をしても更なる混乱を招く結果となるだけであり、IFRS 第 2 号株式報酬のよ

うな統一的な会計基準の検討を行うべきである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

年 6月に公表した「適用後レビューの計画策

定に係る意見募集文書に寄せられたコメン

トへの対応の取りまとめ」も参照のこと。 

報酬の二重計上につながることから本公開草案に同意しないコメント 

9）同一の労働に

対して二重の人

件費を計上する

部分が生じるこ

ととなるのは、不

適切である。 

 

今回の会計処理の変更案は、本件取引によるインセンティブによって従業員等か

ら追加的サービスが提供され、その結果として業績が向上したと捉え、その対価と

して費用計上をするとの整理が示されております。しかしながら業績が向上すれ

ば、その労働の対価は金銭賞与で支払っているのが通常であると考えられます。仮

に新株予約権においても人件費を計上すると、同一の労働に対して二重の人件費を

計上する部分が生じることとなり、債権者や株主に対して会社の状況を正しく示す

ことができません。 

本検討が、「権利確定条件付き有償新株予約権は、その付与に伴い従業員等が一定

の額の金銭を企業に払い込むという特徴を除けば無償ストック・オプションと類似

している」という実際の取引の実態とは異なる定義付けを端としているところに、

会社法をはじめとする様々な論点との不整合をきたし、また、会計基準の範囲内に

おいても種々の矛盾を生じさせる根本的な原因となっているのではないかと考え

ます。 

権利確定条件付きの有償新株予約権は、企

業が従業員等から払い込まれる金銭の対価

及び従業員等から受ける労働や業務執行等

のサービスの対価として付与するものと整

理している。左記のコメントの状況は、企業

が権利確定条件付き有償新株予約権を付与

したことによる人件費と、企業が業績が向上

した際の金銭賞与を支給したことによる人

件費と、異なる 2つの取引から生じた人件費

がそれぞれ計上される状況を表したもので

あり、人件費の二重計上にはあたらないと考

えられる。 

本公開草案第 17 項に記載されている理由が合理的でないことから本公開草案に同意しないコメント 

10）本公開草案第 本公開草案第 17 項(1)1について、権利確定条件付き有償新株予約権と権利確定 本公開草案第 17 項(1)（本実務対応報告第

                                                  
1 本公開草案第 17 項(1) 

権利確定条件付き有償新株予約権は、その付与に伴い従業員等が一定の額の金銭を企業に払い込むという特徴を除けば、ストック・オプション会計基準

を設定した当初に主に想定していたストック・オプション取引（付与に伴い従業員等が一定の額の金銭を企業に払い込まない取引）と類似している。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

17 項(1)に記載さ

れている理由が

合理的でない。 

条件なしの新株予約権で、その特徴が異なる重要な点が、「その付与に伴い従業員

等が一定の額の金銭を企業に払い込む」ことであるにも関わらず、その「特徴を除

けば」とする本公開草案の前提に問題がある。 

20 項(1)）の「その付与に伴い従業員等が一

定の額の金銭を企業に払い込むという特徴

を除けば、」という表現は、本公開草案第 14

項（本実務対応報告第 17 項）に記載した 3つ

の特徴のうち、本公開草案第 14 項 (3)（本実

務対応報告第 17 項(3)）の特徴以外のものを

指すことを意図している。 

この点を明らかにするため、本公開草案第

17 項(1)及び第 24 項（本実務対応報告第 20

項(1)及び第 29 項）の記載を修正した。 

なお、左記のコメントにある「従業員等が

一定の額の金銭を企業に払い込む」（本公開

草案第 14 項(3)（本実務対応報告第 17 項

(3)））という特徴を踏まえ、本公開草案では

ストック・オプション会計基準に準拠した会

計処理に加え、追加的な定めを設けている。 

具体的には、本公開草案では、当該権利確

定条件付き有償新株予約権は、企業が従業員

等から払い込まれる金銭の対価及び従業員

等から受ける労働や業務執行等の対価とし

て付与するものと整理しており、従業員等か

ら払い込まれる金銭の対価については、従業

本公開草案第 17 項(1)について、「類似している」との記載について、権利確定

条件付き有償新株予約権とストック・オプションのどのような点が類似しており、

どのような点が相違しているのかを明示すべきである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

員等からの払込金額を新株予約権として計

上し（本公開草案第 5項(1)（本実務対応報告

第 5 項(1)））、費用計上額の算定の際には公

正な評価額から当該払込額を差し引き（本公

開草案第 5項(3)並びに(5)②及び③（本実務

対応報告第 5項(3)並びに(5)②及び③））、権

利不確定により失効した場合には当該払込

金額を利益として計上する（本公開草案第 5

項(6)（本実務対応報告第 5項(6)））という、

定めを別途設けている（本公開草案第 24 項

（本実務対応報告第 29 項））。 

11）本公開草案第

17 項(2)に記載さ

れている理由が

合理的でない。 

本公開草案第 17 項（2）2について 

1． ストック・オプション会計基準は、無償で付与する自社株式オプションを想定

して検討されていたのであり、その当時においては、承知する限り自社株式オプ

ションを有償で従業員に付与する取引は存在していなかった。したがって、本公

開草案第 17 項(2)で参照されているストック・オプション会計基準の記載は、

権利確定条件付き有償新株予約権が報酬であると考えられる根拠にならない。

2. もし同項が正しいのであれば、新株で発行された自己株式を従業員等が時価で

1.について 

 ストック・オプション会計基準の公表時に

想定されていなかったため、従業員等に権利

確定条件付き有償新株予約権の会計処理を

同会計基準に基づき検討を行うことは適切

ではないとのコメントへの対応については、

コメント 7）への対応に記載している。 

                                                  
2 本公開草案第 17 項(2) 

ストック・オプション会計基準第 23 項において、「従業員等に付与される自社株式オプションは、一般的に報酬としての性格を持つと考えられる。」と

されており、企業は引受先を従業員等に限定して権利確定条件付き有償新株予約権を付与するため、基本的には、企業は追加的なサービスの提供を期待し

ているものと考えられる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

購入した場合であっても、従業員や役員は会社に株の価値分の金銭を払い込ん

だにも関わらず、同額を会社は報酬として計上しなければならなくなる。もちろ

ん、現状は報酬として計上することはない（資本取引）。 

ちなみに普通株式は行使価格 0 円の新株予約権と同等と考えられるため、同

項に当てはめると「行使価格 0 円の新株予約権の場合は報酬、普通株式の場合

は報酬ではない」という矛盾が発生する。この点につき十分に検討し、結論の背

景において合理的な説明を行う必要がある。 

2.について 

 株式の取得にあたって特段の条件を満た

すことが要求されない普通株式を購入する

取引又は権利確定条件が付されていない新

株予約権を購入する取引と、権利確定条件が

付されている新株予約権を購入する取引は、

取引の性格が異なると考えられる。 

12）本公開草案第

17 項(3)に記載さ

れている理由が

合理的でない。 

本公開草案第 17 項（3）は、「権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引

を実施した殆どの企業は、勤労意欲の増進等のインセンティブ効果を目的の 1つに

掲げているため、当該有償新株予約権の付与に伴い従業員等が一定の額の金銭を企

業に払い込むかどうかにかかわらず、追加的なサービスの提供を期待して当該権利

確定条件付き有償新株予約権を付与しているものと考えられる。」とされている。

（コメント） 

1. 入社間もない従業員に権利確定条件付き有償新株予約権を付与した事例を承

知しているが、入社間もない従業員に権利確定条件付き有償新株予約権を付与

したからといって、権利確定条件としての業績目標を達成するためのサービス

を期待しているとは常識的に考えられない。 

上記の例からもインセンティブ効果を目的の一つに掲げたとしても、企業が

従業員等から受けた労働や業務執行等のサービスの対価と認識して権利確定条

件付き有償新株予約権を付与すると断言することはできない。 

2. インセンティブ効果の定義がないまま、勤労意欲の増進等のインセンティブ効

果を目的の 1 つに掲げていることをもって追加的なサービスの提供を期待して

1.から 3. について 

左記のコメントに記載のとおり、インセン

ティブ効果は動機付けであり、インセンティ

ブ効果そのものが直ちに報酬となるわけで

はなく、企業から従業員等に対して労働や業

務執行等のサービスの対価としての給付が

なされることにより、会計上の報酬の論点が

生じるものと考えられる。 

この点、権利確定条件が付されている新株

予約権を従業員等に付与する取引について

は、権利確定条件が満たされないと権利が確

定しないことから権利確定日までの間のイ

ンセンティブ効果に結び付く可能性があり、

企業は従業員等が権利確定条件を満たすた

めの追加的なサービスの提供を行うことを
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

いたと解するのは説得力がない。 

3. 2016 年 10 月に日本取締役会協会が公表した経営者報酬ガイドライン（第四版）

にも、「日本では高額ボーナスはインセンティブにならないとの意見もある」と

の記載や、「言い換えれば、まったく中長期インセンティブを持たないアカウン

タビリティの欠如した固定重視の報酬体系を維持し続ける理由を探すことのほ

うが難しい」との記載もあり、インセンティブ＝報酬ではなく、インセンティブ

＝動機づけとしても使用されており、本項（3）の記載で、どのような理由でイ

ンセンティブ効果＝報酬としたのか詳細な説明を求める。 

4. 各信託銀行が提案する「信託型従業員持ち株制度」があるが、これらもインセ

ンティブ・プランとして提案がなされており、この本公開草案第 17 項（3）の記

載からすると、これらのスキームも報酬となってしまうことになる。持株会が報

酬ではないのは明らかであり、有償新株予約権も同様に報酬ではないと考える。

期待して権利確定条件付き新株予約権を付

与していると考えられる。 

以上を踏まえ、本公開草案では、権利確定

条件付き有償新株予約権は、主に、従業員等

から受ける労働や業務執行のサービスの対

価として付与されるもの、すなわち報酬とし

て付与されるものとして整理している。 

なお、インセンティブ効果については、役

員、従業員の別や従業員の役職によって様々

であると考えられるものの、本公開草案にお

いては、権利確定条件が付されている場合、

ストック・オプション会計基準で想定されて

いる「企業が一定の条件を満たすサービスの

提供を期待して従業員等に付与」する側面を

重視している。 

4. について 

信託型従業員持ち株制度については、従業

員が自社株式を取得する制度としての側面

に限れば、通常の従業員持株会と同様と考え

られる。従業員持株会を通じて株式を取得す

るケースについては、コメント 3）2点目のコ

メントへの対応に記載している。 

本公開草案にある「報酬」とは労働サービスの対価であり、「インセンティブ」と

は「株価を上昇させようとする動機付け」と解釈しているが、それに相違ないか。

もしそうであれば、この 2つは全くの別物であり、「報酬」は金銭価値だが、「イ

ンセンティブ」は金銭で測ることのできないものである。両社は密接に関連してい

る場合も多く存在するが、その本質は異なる概念である。このような異なる概念の

代物を「報酬」＝「インセンティブ」とのように混同しているように見受けられる。

特に、本公開草案（及びストック・オプション会計基準）では、「インセンティブ」

に関する定義が存在しておらず、これらを混同せしめている原因となっていると考

えられる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

13）本公開草案第

17 項(4)に記載さ

れている理由が

合理的でない。 

本公開草案第 17 項(4)3について 

1. 前段は、勤務条件（従業員等の一定期間の勤務や業務執行に基づく条件）が付

されている有償新株予約権を付与する場合、勤務が要求されている期間のサービ

スの提供を期待しているものと推定し、ストック・オプション会計基準第 2項(2)

に定めるストック・オプションに該当する論拠にあげているものと考えられる。

しかしながら、ストック・オプション会計基準は、無償で付与する自社株式オプ

ションを想定して検討されていたのであり、勤務条件があることをもって権利確

定条件付き有償新株予約権がストック・オプション会計基準の適用範囲になると

解釈することは意図されていなかったと考えられる。 

2. 後段は、「業績条件が達成されないと権利を得られないことから当該有償新株

予約権の付与は権利確定日までの間のインセンティブ効果に結び付き、権利確定

日までの追加的なサービスの提供を期待して当該権利確定条件付き有償新株予

約権を付与しているものと考えられる。」としているが、これは、「勤務条件は付

されていないが業績条件は付されている有償新株予約権」（第 21 項～第 23 項）

を意識した前振りと考えられるが、前段に関するコメントと同様、ストック・オ

プション会計基準が想定していなかった適用範囲を拡大解釈することで対応す

 本公開草案第 17 項(4)（本実務対応報告第

20 項(4)）に記載された内容の趣旨は、従業

員等からの金銭の払い込みの有無にかかわ

らないものであるため、ストック・オプショ

ン会計基準の公表時に、従業員等に対して権

利確定条件付き有償新株予約権が想定され

ていたか否かとは、直接的には関係しないも

のと考えられる。 

 そのため、本公開草案では、勤務条件及び

業績条件が付されている有償新株予約権に

ついては、企業は従業員等からの追加的なサ

ービスを期待して当該権利確定条件付き有

償新株予約権を付与しているものと考えら

れるとしている。 

                                                  
3 本公開草案第 17 項(4) 

企業が従業員等に対して勤務条件が付されている有償新株予約権を付与する場合、一定期間のサービスの提供を期待せずに当該権利確定条件付き有償新

株予約権を従業員等に付与する意義を合理的に説明することは通常困難であると考えられるため、勤務が要求されている期間のサービスの提供を期待して

当該権利確定条件付き有償新株予約権を付与しているものと考えられる。 

また、企業が従業員等に対して業績条件が付されている有償新株予約権を付与する場合、業績条件が満たされないと権利を得られないことから当該権利

確定条件付き有償新株予約権の付与は権利確定日までの間のインセンティブ効果に結び付き、権利確定日までの追加的なサービスの提供を期待して当該権

利確定条件付き有償新株予約権を付与しているものと考えられる。 
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ることを意図しているものと考えざるを得ない。 

14）本公開草案第

17 項(5)の理由が

合理的ではない。

本公開草案第 17 項（5）4について 

1. 「業績達成の可能性の見積もりに高い不確実性がある」としているが、そもそも

特に上場企業の導入事例では、各監査法人と評価手法や評価の前提となる基礎

数値等についての確認作業を経た上で導入になっており、『高い』不確実性のま

ま、これまで数百件の導入事例が積み上がっていたとは考えられない。 

2. また、そもそも、『高い』か『低い』かは、個別事案で検討すべきことであり、

総じて『高い』ということはありえない。 

3. 「不確実性」についても、そもそも株価算定等でもすべての事象において不確実

性は必ず存在し、当該記載は恣意的な記載であると言わざるをえない。 

4. 「評価額には一定の幅があることになる」とあるが、評価の前提について、監査

法人等と協議・検討の上、算出された結果であり、株価算定書とは異なり、その

ほとんどが算定結果を 1本値で提出しており、一定の幅は存在していない。 

5. 「割安であると考えて」との記載については、投資自体を理解していないと言わ

ざるを得ない。すべての投資は、投資対象の有価証券に関するあらゆる情報を検

討の上、投資がなされるものであり、基本的にはどんな投資にも『主観的な割

安』の判断が存在する。 

不動産だろうが企業買収であろうが、基本的な投資はすべてにこの『主観的な

1.から 5.について 

本公開草案第 17 項(5)（本実務対応報告第

20 項(5)）は、権利確定条件付き有償新株予

約権の評価は将来の業績の達成可能性を見

積る必要があるため、一般的に高い不確実性

を伴うことに言及している。 

 本公開草案の記載は、権利確定条件付き有

償新株予約権の評価に関する見積りに高い

不確実性が伴うことをもって、新株予約権の

評価額が適切に算定されていないことを示

唆するものではなく、当該評価に関する見積

りに高い不確実性を伴うという事実を踏ま

えた上で、当該権利確定条件付き有償新株予

約権の評価は適切に算定されていることを

前提としている。 

なお、本公開草案第 17 項(5)（本実務対応

報告第 20 項(5)）は、従業員等が払込金額を

                                                  
4 本公開草案第 17 項(5) 

権利確定条件付き有償新株予約権に業績条件が付されている場合、業績達成の可能性の見積りに高い不確実性があることにより、当該権利確定条件付き

有償新株予約権の評価額には一定の幅があることとなるが、従業員等が当該評価額に基づく払込金額を割安であると考えて当該権利確定条件付き有償新株

予約権の募集に応じる場合、業績条件が満たされないと権利を得られないため、業績達成のインセンティブ効果を有することとなり、企業は従業員等から

の追加的なサービスの提供を期待して当該権利確定条件付き有償新株予約権を付与しているものと考えられる。 



 

-21- 
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割安』の判断があり、通常の株式への投資行動も、将来の株価上昇などの期待か

ら割安と考えて投資をするのである。この『主観的な割安』は報酬ではなく、客

観的な割安がない限り報酬としての性質にはならない。 

6. 公正価値は、付加されている業績条件の困難度によって変化するため、かなり

厳しい業績条件の場合には公正価値が必然的に僅少となることがある。そして、

僅少な公正価値だと、すべての引受者が投資をするわけでは決してないことを

付記させていただく。 

釈迦に説法で恐縮だが、宝くじを例として挙げる。 

宝くじの最大の損失は 1 枚あたり約 300 円だからということで、投資による

元本毀損のリスク規模が許容度の範囲以内だということから宝くじを買う＝投

資をすることがあるが、一方で、宝くじの成功確率は著しく低いためほぼ当たる

ことはない＝ほぼ確実に損失が発生するという判断から、無駄になる可能性を

嫌気して買わないという選択肢も相当に採用されている。 

従って、発行価額が低いからといってみなが主観的に割安と考えることは決

してなく、実際に公正価値が株価の 0.1％未満であるが、応募人数が 20％未満

というケースも存在し、投資制度としての実態があり、報酬ではない。 

割安と判断する可能性がある点に言及した

ものであり、従業員等が払込金額を割安と判

断したことに対して報酬としての性格を持

つと考えられると必ずしもするものではな

く、従業員等が割安と判断して募集に応じた

場合には、業績達成のインセンティブ効果を

有することとなるため、企業は従業員等に追

加的なサービスの提供を期待して、当該権利

確定条件付き有償新株予約権を付与してい

ると考えられるとするものである。 

 

6．について 

 本公開草案では、払込金額が低いことをも

って従業員等が払込金額を割安と判断する

可能性があるとするものではなく、権利確定

条件付き有償新株予約権の評価は将来の業

績の達成可能性を見積る必要があることか

ら一般的に高い不確実性を伴うため、従業員

等が当該評価結果に基づく払込金額を割安

と判断する可能性があるとするものである。 

15）本公開草案第

17 項(5)につい

公開草案においては、その適用範囲について、市場価格がない新株予約権を対象

としており、市場価格のあるものについては、適用対象外としている。 

割安価格であることを報酬の論拠としてい

るのではないかとのコメントへの対応につ
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て、市場価格のな

い権利確定条件

付き有償新株予

約権の払込金額

が時価より低い

評価とされてい

る前提は不適切

である。 

これに対して、公開草案の考え方は、権利確定時点での失効見積もりが変更され

払込価額と評価額に差が生じる場合にはインセンティブ効果があることを理由と

して、報酬性があるものとして考えるとの整理である。 

この考えに立脚すれば、仮に新株予約権に市場価格があったとしても、払込価額

と評価額（市場価格）に差が生じる場合には報酬性のあるものとして扱われなけれ

ば整合性が取れないはずである。これは、結局のところ、割安価格での新株予約権

の付与を論拠とした報酬性の判断であるものと理解しているが、この考え方に立脚

すれば、市場価格が存在しない場合であっても、合理的に算定された価額（時価）

として認められる価格をもって取引されているものについては、同様に適用範囲外

とすることを考えられたい。 

一般的に、「権利確定条件付き有償新株予約権」は、その発行に際して専門家に新

株予約権の公正価格の算出を依頼し、当該金額に基づいて払込価額を決定する実務

が通例である。当該金額は、会計監査人である監査法人や顧問弁護士が会社法上の

有利発行規制の観点から報酬の該当性にかかる確認を行っていることが一般的で

ある。このようなプロセスを踏まえた当該金額は、本論点にて懸念されるような割

安価格には該当しないため、本件発行を報酬として認識すべきではないと考える。

いては、上記のコメントへの対応に記載して

いる。 

また、本公開草案は、権利確定条件付き有

償新株予約権を付与する取引の会計処理に

ついて、現状における取扱いが必ずしも明確

ではないとの要請から開発したものであり、

現在行われている典型的な取引を対象とし

ているため、市場価格がある新株予約権につ

いては対象としてない。 

 

16）本公開草案第

17 項(3)から(5)

に記載されてい

る理由が合理的

でない。 

本公開草案の第 17 項(3)から(5)から読み取れるロジックは以下の通りと考えら

れる。 

＊まず業績条件があるから追加サービスをしようというインセンティブが働く 

＊インセンティブがあるから報酬性がある 

＊報酬性があるから費用計上すべき 

しかし、ここでも論理破綻が見られる。 

1. について 

従業員等が自己株式を時価で購入する取

引として、従業員持株会を通じて株式を取

得するケースが挙げられるが、これについ

ては、コメント 3）2点目のコメントへの対

応に記載している。 



 

-23- 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 

1. 業績条件がない通常のストック・オプションや単なる自社株を購入でも株価を

あげるために追加サービスしようというインセンティブが働く。この点に鑑み、

前述のとおり「時価で自社株購入」した場合は報酬に当たらず、有償新株予約権

の場合は報酬となるという合理的な説明を頂きたい。 

2. インセンティブと報酬は全く別の概念なのに、この 2つを同一化しようとする

レトリックは破綻している。 

報酬とは「労働の対価」であり、無償のストック・オプションは「付与時の公

正価値」が労働の対価として報酬と判断されているはず。 

ここで大事なのは現時点の会計基準でも報酬額は「付与時の無償オプションの

公正価値」とされていることだ。その後の追加サービスが功を奏して株価が上昇

し、結果 1,000 円のキャピタルゲインが出ても付与時の価値が 100 円であれば、

会計上の報酬額は 100 円であり、決して 1,000 円ではない。ストック・オプショ

ンや自社株を手にすることで株価を上げようとするインセンティブが働くこと

はあっても、その未来の努力が報酬と補足されるのは理論的にもおかしい。 

3. 新株予約権の価値と追加労働サービスの対価には何の関係もない。 

有償のストック・オプションは付与時の公正価値で従業員が購入している。も

しこのオプションが譲渡できるのであればその経済価値は付与時の公正価値に

ほかならない。もし報酬と認識されたとしても付与時の公正価値以上でも以下で

もないはずである。 

また権利行使条件を達成するために払われた追加サービスと、権利行使条件の

ないオプションの価値とは全く関係がない。オプションの価値は金融商品として

2.及び 3.について 

 コメントに記載のとおり、付与日の新株

予約権の公正な評価単価に基づき算定し

報酬費用を計上するため、付与日以降の新

株予約権の価値（評価単価）の変動は、報

酬費用に反映されない。ただし、勤務条件

や業績条件が満たされないことによる失

効の見込みについては、公正な評価単価で

はなく、失効の見積数に反映することとな

る。 

よって、本公開草案においても、従業員

等に対して付与された権利確定条件付き

有償新株予約権の付与日の公正な評価単

価に基づき、労働の対価としての報酬を測

定するものであり、この考え方はストッ

ク・オプション会計基準を踏まえたもので

ある。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

のブラック・ショールズ式等で算出されるもので、その価値の源泉は対象株式の

株価変動性(ボラティリティ)である。したがって、将来の労働の対価とは全くの

別物であるにも関わらず、この２つを同一化することも論理破綻している。 

本公開草案第 18 項の記載が合理的でないことから本公開草案に同意しないコメント 

17）本公開草案第

18 項の記載が合

理的でない。 

本公開草案第 18 項の考え方は、本件取引を報酬取引と認識したうえでストック・

オプション会計基準を適用した後に、当該会計基準の中にて検討される費用測定の

論点である。 

ストック・オプション会計基準の適用対象となるか否か（≒報酬取引であるか否

か）という入口の判断において、報酬取引と見做した後での取り扱いを論拠とすべ

きではない。 

本件取引の報酬性の認識は、新株予約権を労働等のサービスの対価として付与し

ているか否かという「報酬」の定義に該当するか否かによって判断すべきであり、

当該サービスの対価であることの理由付けにおいてストック・オプション会計基準

内部の特有の測定基準である「公正な評価単価」（業績条件を敢えて評価上考慮し

ない価格）の概念を持ち出すべきではない。 

本公開草案第 18 項（本実務対応報告第 21

項及び第 22 項）の記載は、ストック・オプシ

ョン会計基準に照らして報酬としての性格

を有するか否かをどのように考えるかとい

う論点と、ストック・オプション会計基準を

適用した場合の費用測定に関する論点の双

方に関連するものである。 

この点を明らかにするため、本公開草案第

18 項（本実務対応報告第 21 項及び第 22 項）

の記載を修正した。 

 

本公開草案第 18 項について 

1. 第 17 項（2）と同様に、もともと典型的なストック・オプションについて述べて

いるので、本公開草案第 15 項にも記載されているように、「公表時には想定され

ていなかった」ものをここで論拠とすることは『不適切』である。 

2. また、本記載は、あくまで、本件取引を報酬取引と認識したうえでストック・オ

プション会計基準を適用した後に、当該会計基準の中にて検討される費用測定の

内容になっており、そもそも本公開草案第 17 項から第 23 項を参照すると報酬性



 

-25- 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

があると考えたという論拠として記載がなされるべきであるにも関わらず、その

論拠の記載とはなっていない。 

勤務条件は付されていないが業績条件は付されている有償新株予約権に関する本公開草案の提案に同意しないコメント 

18）勤務条件が付

されていない有

償新株予約権に

報酬性はない 

本公開草案においては、勤務条件が付されているか否かに関わらず、有償新株予

約権の付与を報酬として認識し、業績条件の達成により権利が確定した際には株式

報酬費用が認識される取り扱いを提案している。その結果、過年度において既に退

職済みで発行企業に対して何ら追加的なサービスを提供していない元従業員等に

対する報酬が認識されることとなる。ストック・オプション会計基準の本質的な考

え方として、企業が消費した労働サービスを費用として認識するための会計処理で

あるにも関わらず、このような取り扱いとなることについて違和感を覚えざるを得

ない。 

有償新株予約権を付与している企業のうち、勤務条件を設定せずに有償新株予約

権を付与している企業は、その前提として当該取引を新株予約権に対する投資制度

として位置付け、新株予約権を購入する取引であると整理している企業が多いもの

と推察する。そして、このような企業においては、従業員等が購入した新株予約権

が当該従業員等の個人資産としての投資商品であるという側面を強調し、新株予約

権者である従業員等の退職後においても権利行使を認めたものであると考えられ

る。このような実態に鑑みると、勤務条件の付されていない有償新株予約権につい

ては報酬取引として認識するよりも、金融商品の売買に準じた会計処理を行うこと

が適切であるものと考える。 

本公開草案第 21 項（本実務対応報告第 26

項）において、勤務条件は付されていないが

業績条件は付されている有償新株予約権に

ついては、本公開草案第 17 項及び第 18 項（本

実務対応報告第 20 項から第 22 項）に記載し

た理由に加え、次の理由を勘案して報酬とし

ての性格を併せ持つと考えられるとしてい

る。 

 業績条件が設定されている場合、付与日

から業績が達成又は達成しないことが

確定する日までの期間において従業員

等の退職が予め想定されることは稀で

あると考えられ、通常、勤務条件が明示

されていなくとも当該期間の勤務が期

待されていると考えられること（本公開

草案第 21項(1)（本実務対応報告第 26 項

(1)）） 

 ストック・オプション会計基準において

は権利確定条件が付されているかどう

本公開草案第 21 条(1)においては、「権利確定条件付き有償新株予約権」を従業

員等に付与する場合、「従業員等の退職が予め想定されることは稀であると考えら
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

れ通常、勤務条件が明示されていなくとも当該期間の勤務が期待されていると考え

られる。」とされているが、投資制度としての特徴を考慮する検討を省略したが故

の議論を展開するものである。すなわち、従業員等に付与する「権利確定条件付き

有償新株予約権」は、全て報酬であるとの結論から当該取引を整理しようとするた

め、投資制度として発行する「権利確定条件付き有償新株予約権」の発行目的を無

視し、勤務条件が明示されていなくとも退職するものが存在せずサービスを提供す

る旨の前提を採用しているものと思われる。この点からも、ストック・オプション

会計基準の報酬概念を再定義することでの対応が必要であり、その上で「権利確定

条件付き有償新株予約権」の会計処理の在り方を議論すべきであると考える。 

なお、実務対応委員会で議論されていた、業績条件の充足前に退職したときに、ど

のように報酬費用を測定するかについては、本公開草案では取りあげられておら

ず、この点が明らかでないことを念のため付言する。 

かにかかわらず、従業員等に報酬として

付与される自社株式オプションを対象

としており、勤務条件が付されていない

ことのみをもって報酬としての性格を

持たないとすることは適当ではないこ

と（本公開草案第 21 項(2)（本実務対応

報告第 26 項(2)）） 

なお、本公開草案第 30 項（本実務対応報告

第 35 項）において、勤務条件は付されていな

いが業績条件は付されている有償新株予約

権について、「稀ではあるが、付与日から業績

の達成又は達成しないことが確定する日ま

での期間において従業員等の退職が予め想

定される等、付与日以前の報酬として付与さ

れるケースもあると考えられる。このケース

においても、ストック・オプション会計基準

に従うと、付与時から権利が確定するまでの

間に失効の見積数に重要な変動が生じる場

合、変動後の見積数による公正な評価額に基

づき報酬費用の総額を変更することとなる

ため、前項と同様に、業績の達成又は達成し

ないことが確定する日を権利確定日とする
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ことになると考えられる。」と記載しており、

この考え方に基づき、勤務条件は付されてい

ないが業績条件が付されている有償新株予

約権については、本公開草案第 7項(3)（本実

務対応報告第 7項(3)）において「業績の達成

又は達成しないことが確定する日を権利確

定日とする。」としている。このため、権利確

定日よりも前に従業員等が退職した場合で

あっても、権利確定日までの間に失効の見積

数に重要な変動が生じた場合には、変動後の

見積数による公正な評価額に基づき報酬費

用が計上されることとなる。 

その他の理由で本公開草案に同意しないコメント 

19）権利確定条件

付き有償新株予

約権は、金銭を支

払った時点で、取

引が完了してい

るため、ストッ

ク・オプション会

計基準を準用す

べきではない。ま

有償新株予約権は「付与時に従業員等が金銭を払い込む点を除けば」無償ストッ

ク・オプションと同一であるかの如く扱い、同じく報酬として看做すことを提案し

ております。 

しかし、以下の理由で、この「金銭の払込」の意味は、有償新株予約権の仕組みが

無償ストック・オプションと似て非なるものとして区別しなければならず、有償新

株予約権にストック・オプション会計を導入することに同意しない理由でありま

す。 

1. ストック・オプション会計基準第 49 項「付与したストック・オプションと、こ

れに応じて提供されたサービスとが対価関係にあることが前提とされており、企

本公開草案において、権利確定条件付き有

償新株予約権を付与する取引について、資金

調達としての性格や投資機会の提供として

の性格のほか、報酬としての性格を併せ持つ

としている理由は、本公開草案第 17 項から

第 18 項、第 21 項及び第 22 項（本実務対応

報告第 20 項から第 23 項、第 26 項及び第 27

項）に記載されている。 

また、当該権利確定条件付き有償新株予約
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た、本公開草案

は、ストック・オ

プション会計基

準の整理と整合

していない。 

業の経済合理性を前提とすれば、当該ストック・オプションとサービスとは、契

約成立の時点において、等価で交換されていると考えることができる。」と記載さ

れております。 

2. ストック・オプション会計基準第 50 項「付与日以後のストック・オプションの

公正な評価単価の変動はサービスの価値とは直接的な関係を有しないものとみ

ているため、（中略）本会計基準では、付与日におけるストック・オプションの公

正な評価単価をもとに算定を行うこととした。」 

3. ストック・オプション会計基準 公開草案に対する対応 P.3 

「(1)（省略）は、従業員が新株予約権を購入する取引であり、本会計基準が対象と

する会社が、財貨・サービス取得の対価として新株予約権を用いる取引とは異な

り、対応不要と考えた。」 

以上、ストック・オプション会計の趣旨をまとめると、 

『「無料で価値のある権利を与えるので、労働で見返りを期待する」ということ

で、その「価値ある権利」とは、付与の時点で公正な評価に基づいて算出された価

値であり、付与時点で「労働と等価」である。だから付与者が将来得るであろうメ

リットは、発行した企業側から見れば「報酬」なのである。』 

しかし、新株予約権を購入する場合は、何かの対価の代わりに新株予約権を付与

するという取引とは異なる、と明確に記載しております。 

有償新株予約権は、既に契約時点で公正なる価値に対して付与者が公正な対価を

支払い、新株予約権を購入した形となっております。ましてや、ストック・オプシ

ョン会計においても、付与日以降の公正評価の変動は労働の価値とは直接関係を有

しない、と明記しております。よって、有償新株予約権は、購入時点で、発行企業

権は、企業が従業員等から払い込まれる金銭

の対価及び従業員等から受ける労働や業務

執行等の対価として付与するものと整理さ

れ、企業からの給付、すなわち、付与された

権利確定条件付き有償新株予約権は、付与日

の公正な評価単価に、権利確定日の権利が確

定した権利確定条件付き有償新株予約権数

を乗じた額に基づき算定され、従業員等から

の反対給付は、従業員等からの権利確定条件

を満たすようなサービスの提供と当該権利

確定条件付き有償新株予約権の付与に伴い

従業員等が払い込む金額の合計となるとし

ている（本公開草案第 25 項（本実務対応報告

第 30 項））。 

この際、権利確定条件が満たされないこと

による失効の見込みについては、権利確定条

件付き有償新株予約権数に反映することか

ら、公正な評価単価の算定上は考慮しない

（本公開草案第 5 項(4)②（本実務対応報告

第 5項(4)②））。 

これらの取扱いは、ストック・オプション

会計基準第 44 項、第 49 項及び第 50 項に記
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と付与者間で将来の価値や労働など期待の提供を内包する取引が完了していると

解する以外考えられません。 

載されている等価交換の考え及びストック・

オプション会計基準第 6項に記載されている

公正な評価単価の算定方法と整合している。 

なお、ストック・オプション会計基準の公

開草案に対するコメントについては、コメン

ト 20）への対応に記載している。 

ストック・オプション会計基準では、付与時に給付される新株予約権の価値が、

従業員等による追加的なサービスと等価交換されているとの整理がなされている

が(ストック・オプション会計基準第 44 項)、本公開草案では、業績条件の達成見

込みの変動を理由として、公正な評価額を変動させるとしており（本公開草案第 25

項）、付与時に算定されない価値を事後的に「報酬」として把握するかに見える。本

公開草案は、ストック・オプション会計基準第 44 項とは異なり、付与時には「報

酬」と認識せず、価値を算定しなかった部分につき、会社の状況の変化に応じて事

後的に「報酬」とすることを提案するものか説明されたい。 

 本公開草案における等価交換に関するコ

メントへの対応については、上記のコメント

への対応に記載しており、この考え方はスト

ック･オプション会計基準第 44項と整合する

ものである。 

また、公正な評価額の変動に関するコメン

トについては、本公開草案第 5項(4)（本実務

対応報告第 5項(4)）において、ストック・オ

プション会計基準と同様、業績条件について

は公正な評価単価ではなく、失効の見積数に

反映することとしているため、権利が確定す

るまでの間に当該失効の見積数に重要な変

動が生じる場合、変動後の見積数による公正

な評価額に基づき報酬費用の総額を変更す

ることとしている。 

20）ストック・オ ストック・オプション会計基準の公表時のコメントにおいて、本件と概ね同様の ストック・オプション会計基準の公表時の



 

-30- 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

プション会計基

準の公表時のコ

メントと整合し

ていないため、本

公開草案に同意

しない。 

取引（新株予約権の譲渡により結果としてストック・オプションと同じ経済的効果

を得ることを目的とした取引）に関する質問があり、これをストック・オプション

会計基準の対象範囲外として整理された経緯がある。当該取引は、未公開会社で公

開準備中である企業を想定し、会社がオーナー社長に有償で適正な時価にて新株予

約権を発行し、当該オーナー社長が新株予約権を従業員に同額で譲渡する取引であ

り、オーナー社長を仲介することを除けば、本件と同様の取引であるといえる。こ

れに対し、当時の ASBJ は、当該質問に対して「従業員が新株予約権を購入する取

引であり、本会計基準が対象とする会社が、財貨・サービス取得の対価として新株

予約権を用いる取引とは異なり、対応不要と考えた」と回答している。これまで有

償新株予約権を付与した企業は、その会計処理にあたっては、当該取引を「従業員

が新株予約権を購入する取引」と判断し、複合金融商品適用指針を適用してきたも

のと考えるが、当該判断の過程において、当時の ASBJ の上記回答を参照・斟酌し

た要素も少なくないものと思料する。多くの企業が有償新株予約権の発行における

開示資料等において「報酬ではなく投資制度である」と強調していることは、この

証左であるとも考える。 

従って、本公開草案における説明は、当時のコメント案への回答の内容を信頼し、

実務として定着していた実情に対して説明が不足しているものと考える。仮に、本

公開草案が従来の会計処理の考え方を改めるものであれば、「想定していなかった

取引」として「取り扱いが不明確であった」という説明ではなく、「取り扱いを改め

るものである」と明記すべきである。 

コメントに対する対応で想定された取引は、

権利確定条件付き有償新株予約権を付与す

る取引とは有償で新株予約権を取得する点

が類似するものの、権利確定条件の有無な

ど、異なる取引が想定されていたと考えられ

る。 

また、公開草案に寄せられたコメントに対

する対応は、特定の取引に関する会計処理を

明らかにするものではない。 

従業員等に対して権利確定条件付き有償

新株予約権を付与する取引については、スト

ック・オプション会計基準第 2 項(2)に定め

るストック・オプションに該当し、ストック・

オプション会計基準の適用範囲に含まれる

のか、複合金融商品適用指針の適用範囲に含

まれるのかが必ずしも明確ではなかったこ

とから、基準諮問会議からの提言を受けて検

討を開始したものであり、どのように会計処

理を行うべきかは明らかではなかったと考

えられる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

21）本公開草案第

4 項ただし書きに

定める反証規定

について、要件や

例示を設けるべ

きである。 

 

本公開草案第 4項但し書きにおける「対価性のないことを立証」するに際して必

要となる要件が明示されておらず、当該規定の適用可否を判断するに当たり実務上

の困難さを生じさせる可能性がある。 

これは、限定的な例示を行うことにより実務上の判断において柔軟さを損なうこ

とを懸念した配慮であると思われるが、本規定への該当性を判断するための要素を

不明確としたままでは、当該規定を適用する際に実務上の判断に多様性を生じさせ

ることも考えられるため、当該規定を適用するための考え方を明示するとともに、

要件や例示を設けるべきである。 

本公開草案第 4 項ただし書き及び第 20 項

（本実務対応報告第4項ただし書き及び第25

項）に定める「サービスの対価として用いら

れていないことを立証できる場合」について

は、ストック・オプション会計基準の考え方

を踏襲するものであり、本公開草案脚注 6（本

実務対応報告脚注 6）にストック・オプショ

ン会計基準第 29 項の記載を示している。 

ストック・オプション会計基準においても、

本公開草案脚注 6（本実務対応報告脚注 6）に

記載した以外の記載はなされていない。 

 

「権利確定条件付き有償新株予約権が従業員等から受けた労働や業務執行等の

サービスの対価として用いられていないことを立証できる場合」の例示について 

 本公開草案において、有償新株予約権に市場価格ある場合を本実務対応報告の

対象外としている（第 2項）から推測するに、有償新株予約権の価額について

割安価格でないことを立証することが労働の対価性がないことの立証方法の

一つとして考えられるため、例えば「有償新株予約権の発行価額が割安な価額

でないことを立証できる場合」を当該規定の一例として明示するなど、実務上

の混乱を回避するための措置を講ずるべきである。 

 ストック・オプション会計基準第 29 項においては、「経済的に合理的な行動を

行う企業が自社株式オプションや自社の株式を付与又は交付するからには、そ

れらは基本的に対価性を有していると考えられる」とあるが、有償新株予約権

を付与している企業の殆どは、当該新株予約権の時価に相当する金銭を対価と

して新株予約権を付与していることから、当該金銭の払込により対価関係が完

了していることを主張することが考えられる。現状の公開草案の記載では、当
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該主張により対価性に関する立証が可能であるか否かが不明確である。 

本公開草案は、第 4項ただし書きにおいて、発行企業の意図に反する実態に合わ

ない会計処理の強制を回避する手当を設定していることは承知している。 

しかし、付与対象者を従業員等とする「権利確定条件付き有償新株予約権」を一

律にストック・オプション会計基準第 2項(4)に定める報酬とする旨の解釈は、「従

業員等に付与すること＝労働や業務執行等のサービスの対価とすること」を前提に

した組み立てであり、何をもって労働や業務執行等のサービスの対価とみなすかの

定義がなされていない。定義がないまま、対価として用いられていないことを立証

することは、いわゆる悪魔の証明とも言える。実務上、立証は困難であり、付与対

象者を従業員等とする「権利確定条件付き有償新株予約権」を一律に、ストック・

オプション会計基準第 2 項(4)に定める報酬とすることが強制されるものと考えら

れる。 

本公開草案の第 20 項の記載について、 

1. 相当な混乱が生じる可能性があり、立証の例示をすべきである。 

2. 例えば、以下の場合はどうか？ 

・「有償新株予約権」を「役員」への「公正価値発行」として株主総会に付議 

・株主総会で株主の承認を得た 

この場合、会社法では「役員報酬」にはなりようがないと考えるが、本公開草案

が導入されると、会計処理では報酬としての費用計上となってしまい、実務上の混

乱が発生することになる。 

この点について、論点整理はなされているのか、お答え頂きたい。 
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業績条件を評価項目に組み入れる株式オプション評価モデルを用いて算定され

た新株予約権(いわゆる有償ストック・オプション)の時価相当額を払込金額とする

場合の新株予約権が本公開草案の適用対象に含まれる場合も、株式オプションの合

理的な価格算定のために広く受け入れられている株式オプション価格算定モデル

等の算定技法により算出された時価相当額で新株予約権を引き受けている場合は、

その事実をもって、対価性のないことが立証されているものとして処理し、会社法

の「報酬等」との整合性を維持することができるわけではないとの理解でよいか。

質問 2: 会計処理に関する質問 

本公開草案の提案に同意するコメント 

22）本公開草案の

提案に同意する。

基本的にストック・オプション会計基準及び企業会計基準適用指針第 11 号「ス

トック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（以下「ストック・オプショ

ン適用指針」という。）に準拠した取扱いとする提案に同意する。  

本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

本公開草案の提案に同意しないコメント 

23）質問 1に同意

しないため、質問

2 についても同意

しない。 

質問 1に同意しないため、質問 2についても提案には同意しない。 質問 1に関するコメントへの対応を参照。 

一部の会計処理を明確にすべきというコメント 

24）新株予約権と

して計上した払

込金額が、権利不

確定による失効

本公開草案第 5項（6）では、新株予約権として計上した払込金額は、権利不確定

による失効に対応する部分を利益として計上することが定められているが、当該利

益の計上時点について、業績条件の達成見込みがないと判断された時点で計上する

のか、業績条件を達成しないことが確定した時点で計上するのかを明らかにすべき

本公開草案第 3項（本実務対応報告第 3項）

に記載のとおり、ストック・オプション会計

基準第 2項に定義されている用語が使用され

ている場合、当該用語の定義に従うとされて
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する場合の会計

処理を明確にす

べきである。 

と考えられる。 おり、ストック・オプション会計基準第 2項

(13)において、権利不確定による失効につい

ては、「権利確定条件が達成されなかったこ

とによる失効」とされており、「『失効』とは、

ストック・オプションが付与されたものの、

権利行使されないことが確定することをい

う」とされていることから、業績条件を満た

さないことが確定した時点を指すものと考

えられる。 

本公開草案第 5 項(6)について、利益を計上する時点が明示されていないため、

「権利が失効することが確定した期に利益として計上する」といった文言を入れて

はどうか。 

25）業績条件のみ

が付されている

場合の「権利確定

日」の判定につい

て、明確化すべき

である。 

本公開草案第 7項(3)において、「勤務条件は付されていないが業績条件は付され

ている場合、業績の達成又は達成しないことが確定する日を権利確定日とする。」

と定義されているが、業績条件のみが付されているケースにおいては、具体的に、

何をもって「業績の達成又は達成しないことが確定」したと言えるのか、必ずしも

明らかではない。例えば、営業利益が一定の金額を超えるという業績条件のみが付

されている場合、営業利益の「確定」によって新株予約権者の権利が確定すること

になるが、営業利益が「確定」するタイミングに関して、実務で多様性が生じるお

それもあると考えられる。したがって、業績条件のみが付されているケースの権利

確定日（一定の業績の達成又は不達成により業績条件を満たし権利が確定する日）

について、例えば「権利確定日として合理的に予測される日として判定する」旨の

説明を加えるべきと考える（ストック・オプション適用指針第 17 項(3)参照）。 

本公開草案第 8項（本実務対応報告第 8項）

に記載のとおり、特に定めのない事項は、ス

トック・オプション会計基準及びストック・

オプション適用指針に従うこととされてお

り、権利確定日の取扱いについては、ストッ

ク・オプション適用指針第 17 項、第 50 項か

ら第 57 項に記載されている。 

 

有償新株予約権の発行事例を参照する限り、多くの事例において業績条件の判定

は当該決算期に係る有価証券報告書（または決算短信等）に記載された数値を参照
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することとされている。このような場合において、権利確定日として想定すべき日

は判定事業年度である決算期末、または有価証券報告書（または決算短信等）の提

出日であることが考えられるが、本公開草案においては、その考え方が明示されて

おらず、実務において多様性が生じる可能性がある。したがって、実務指針として

の役割として、このような多様性を避けるため、権利確定日に関する考え方を補足

することが望ましいものと考える。 

26）失効の見積数

の算定方法を明

確にすべきであ

る。 

 

付与日から権利確定日までの直前までの間に、権利不確定による失効の見積り数

に重要な変動が生じた場合に見直しすることとされているが、権利確定条件付き有

償新株予約権については、業績測定期間の最終段階になり失効数の見積りを精緻に

行うことが初めて可能になる場合など失効見積り数の修正による費用計上額の影

響が大きい場合が多いものと考えられることから、「重要な変動が生じた場合」は

どのような場合であるのか明確にしないとばらつきが生じる懸念があるため、明確

化が必要であると考える。 

本公開草案第 8項（本実務対応報告第 8項）

に記載のとおり、特に定めのない事項は、ス

トック・オプション会計基準及びストック・

オプション適用指針に従うこととされてお

り、失効の見積数の取扱いについては次のと

おり定められている。 

 ストック・オプション数から権利不確定

による失効の見積数を控除すること、付

与日から権利確定日の直前までの間に

権利不確定による失効の見積りに重要

な変動が生じた場合にはストック・オプ

ション数を見直すこと、及び、見直し後

のストック・オプション数に基づく公正

な評価額に基づき費用計上すべき額を

算定すること（ストック・オプション会

計基準第７項(1)及び(2)）。 

権利確定条件付きの有償新株予約権について、権利確定条件に業績条件が含まれ

る場合、その達成確率を計算するための手法として広く市場参加者に受け入れられ

ている方法は存在しないと考えられる。すなわち、業績の達成確率は、過去の業績

の変動推移だけでなく、当該企業の置かれている現在の外部経営環境や経営者の行

動をはじめとする内部経営環境にも影響され、その確率を客観的に数値化するのは

困難な領域と考えられる。本公開草案の設例の前提では、業績条件を考慮した見積

失効数が十分な信頼性を持って見積ることができるものと仮定されているが、どの

ような前提条件を満たせば十分な信頼性を持って見積ることができるといえるの

かの示唆に乏しい。他方、ストック・オプション会計基準第 52 項では、十分な信頼
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性をもって失効数を見積ることができない場合には、見積りを行うべきではないと

されている。本公開草案において、権利確定条件付き有償新株予約権については、

どのような場合に第 52 項に該当するのか明確にすべきものと考える。 

仮に、業績条件を考慮した見積失効数が十分な信頼性を持って見積ることができ

る場合においても、権利確定条件付き有償新株予約権の権利確定数の見積方法の開

示（ストック・オプション会計基準第 16 項(4)）においては、算定にあたって使用

された算定技法、計算にあたり置かれた仮定（例えば将来の業績達成確率は過去の

業績推移のみに依拠するなど）、使用されたデータ、そして発行会社が業績見通し

を公表している場合にはそれとの整合性等、について十分に説明されることが必要

と考える。 

 ストック・オプションに関する会計処理

に関しては、勤務条件や業績条件が達成

されないことによる失効数を反映させ

る必要があること、及び、業績条件の中

には株価条件のように権利不確定によ

る失効数を見積ることが困難なものが

含まれるが、株価条件等の場合であって

も離散時間型モデル等を利用して合理

的に見積った失効数を反映することは

認められると考えられること（ストッ

ク・オプション会計基準第 51 項）。 

 ストック・オプションの権利不確定によ

る失効数についても最善の見積りを行

うことが原則と考えられるが、十分な信

頼性をもって見積ることができない場

合には見積りを行うべきではないこと

（ストック・オプション会計基準第 52

項）。 

ストック・オプション会計基準において

も、上記に記載した以外に具体的な記載はな

されておらず、業績条件の内容として様々な

内容が考えられる中で、具体的な定めを新た

本公開草案、ストック・オプション会計基準及び適用指針のいずれにおいても、

業績条件が付されていた場合における、その達成・不達成の見積もりに関する具体

的な見積もり方法の指針が明示されていない。 

特に、有償新株予約権の業績条件として、将来の特定の決算期に係る利益目標（例

えば、営業利益）の達成を条件としている場合において、企業内部の利益計画等を

参照して判断すべきか、あるいは実績ベースで判断すべきか等、その方法について

実務において多様性が生じる可能性がある。また、会計監査の場面においても、当

該見積もりについての検証を行うことが困難な場面が生じ得るものと考える。この

ような実務上の混乱を回避する為の方法として、業績条件に関する失効見積もりに

関する具体的な方法を例示などで示すべきである。 

これは、有償新株予約権のみの論点ではなく、ストック・オプション会計基準が

想定していた無償型のストック・オプションにおいても同様の論念が生じ得るもの
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

であるが、一般的なストック・オプションには業績条件が付されていない事例が多

数なのに対し、有償新株予約権の発行事例の殆どは業績条件が付されていることか

ら、これまでの一般的なストック・オプション以上に明確化の需要があるものと考

える。 

に設けることは困難であると考えられる。 

本公開草案は、失効の見積数として、業績条件の達成可能性の評価を毎期末に行

うこととなるが、これについてなんらの設例も指針も存在せず、実務上、監査人と

の見解の相違等々の多くの混乱や負担を招きかねない。 

また、失効の見積数の変動として業績条件達成前に費用計上し、その後結局業績

未達により新株予約権が失効した場合、株式報酬費用のマイナス残高が生じること

となると考えられる。これが正しければ、実務上混乱の無いよう、設例として設け

るべきである。 

27）未公開企業に

おける取扱いに

ついて、明確化す

べきである。 

 

本公開草案においては、第 8項にて「本実務対応報告に定めのないその他の会計

処理については、ストック・オプション会計基準及びストック・オプション適用指

針の定めに従う。」とされていることから、本実務対応報告が対象とする取引に対

しても、ストック・オプション会計基準第 13 項の本源的価値の見積りに基づいて

会計処理を行う特例の適用は可能であることが示唆されていると考えられる。しか

しながら、未公開企業であっても、権利確定条件付き有償新株予約権を付与するに

当たり、従業員等による払込金額を算定するために、権利確定条件を反映させた公

正な評価額を算定していることから、ストック・オプション会計基準第 13 項の特

例の適用が認められるのかどうか、必ずしも明らかではない。よって、本公開草案

が対象とする取引についても、未公開企業による特例の適用が認められる旨を明記

することが望ましい。 

本公開草案第 8項（本実務対応報告第 8項）

に記載のとおり、特に定めのない事項は、ス

トック・オプション会計基準及びストック・

オプション適用指針に従うこととされてお

り、未公開企業における取扱いについては、

ストック・オプション会計基準第 13 項及び

第 60 項から第 63 項並びにストック・オプシ

ョン適用指針第 59 項に記載されている。 
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本公開草案は、適用対象とされる企業に公開企業・未公開企業の区別はなく、未

公開企業にも適用されるものと見受けられる。ここで、本公開草案においては、従

来の会計基準の運用と同様に、未公開企業にもストック・オプション会計基準にお

ける未公開企業における取扱い（13 項）が適用され、ストック・オプションの公正

な評価単価に代えて、ストック・オプションの単位当たりの本源的価値の見積りに

基づいて会計処理を行う方法を選択適用することができるものと理解している。 

これにつき、当該取り扱いについて、本公開草案では明示的に示されていないの

で、未公開企業における取扱いについては当該特則が適用できる旨を明示すること

が望ましいと考える。 

なお、仮に当該方法が認められないとなると、ストック・オプションを無償で発

行された場合と有償で発行された場合で取り扱いが異なるものとされる理由を明

示すべきであるとも考える。 

本公開草案第 8 項において、「本実務対応報告に定めのないその他の会計処理に

ついては、ストック・オプション会計基準及びストック・オプション適用指針の定

めに従う。」とされていることから、本公開草案において、未公開企業については、

権利確定条件付き有償新株予約権の公正な評価単価についても、ストック・オプシ

ョン会計基準第 13 項の定めに従い、単位当たりの本源的価値に基づき、会計処理

することを容認しているものと考えられる。公開会社（会社法第 2条第 5号）にお

いては、有利発行でない場合には取締役会決議のみで発行できることから、通常、

発行時に払込金額の算定にあたり、有利発行に該当しない公正な評価単価を算定し

ているものと考えられる。他方、未公開企業の場合は公正な評価単価の算定が難し

いことから、本源的価値による算定を認めており、その結果、報酬費用計上がなさ

本公開草案は、現行の会計基準の解釈とし

て権利確定条件付き有償新株予約権を付与

する取引の会計処理について明らかにする

ことを求められたものである。仮に、未公開

企業において、公正な評価単価を見積れる場

合においては、本源的価値の採用を認めない

取扱いを設ける場合、ストック・オプション

会計基準の改正が必要となる。その場合、ス

トック・オプション会計基準の対象となるス

トック・オプションも含め、未公開企業にお
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れないことになっているとすれば、公開企業と同様に有利発行に該当しない公正な

評価単価の算定を発行時にすでに行っている場合においては、当該公正な評価単価

により、適切な報酬費用が計上されるようにすべきものと考えられる。 

このため、本公開草案において、権利確定条件付き有償新株予約権については、

未公開企業に対する本源的価値の容認を認める必要はないものと思われる。 

ける取扱い全般を検討する必要があり、幅広

い関係者に影響を与えるため、現行のストッ

ク・オプション会計基準及びストック・オプ

ション適用指針を見直さないこととした。 

28）権利確定条件

に強制行使条項

が含まれている

場合の取扱いに

ついて明確にし

て頂きたい。 

 

新株予約権の行使の条件のうち、株価が一定額を下回った場合に新株予約権の行

使をしなければならないとする条件が付されているケースがある。このような強制

行使条項がある場合、会社側が（株価が上がった場合ではなく）株価が下がった場

合にも失効の見積数に反映され、報酬費用を計上することが考えられる。当該処理

は、株価が下がった場合にも、従業員等にとって強制執行条項に該当するとマイナ

スの経済負担が生じるため、従業員等は株価を上げるために業績を回復させようと

すると考えられ、インセンティブ効果が必ずしも否定されるものではないと考えら

れることによる。このため、強制執行条項が含まれている権利確定条件付き有償新

株予約権についても、実務対応報告の範囲に含めて、業績条件（株価条件）と同様

の会計処理をすると考えられるが、本公開草案では明確にされておらず、実務上の

取扱いが異なってくることが懸念される。報酬性との関係を整理したうえで、強制

執行条項が含まれている権利確定条件付き有償新株予約権が実務対応報告の範囲

に含まれるのか、及び、仮に含まれる場合の会計処理について明確化すべきと考え

られる。 

本公開草案は、権利確定条件付き有償新株

予約権を付与する取引の会計処理について、

現状における取扱いが必ずしも明確ではな

いとの要請から開発したものであるため、現

在行われている典型的な取引を対象として

いる。 

なお、左記のコメントを踏まえ、本公開草

案第 13 項（本実務対応報告第 16 項）に、本

実務対応報告で取り扱っていない取引につ

いては、内容に応じて、本実務対応報告を参

考にすべきかどうかを判断することが考え

られること、及び今後の実務の状況により、

必要に応じて、別途の対応を図ることも考え

られることを追記した。 

権利確定とは、権利行使により対象となる株式を取得することができるというス

トック・オプション本来の権利を獲得すること（ストック・オプション会計基準第

２項第２号）と定義されている。そのため、権利行使期間内において株価が予め設
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定した所定の水準を下回った場合に、新株予約権の権利行使が義務付けられる条項

（以下、「義務条項」という。）が設定されているときは、当該条項は、ストック・

オプション本来の権利を獲得することとは意味合いが異なり、権利確定条件には該

当しないと理解している。 

このような義務条項が設定されている事例が散見されるため、今般の実務対応報

告の適用が及ぶ範囲に義務条項が含まれることとなるのか取り扱いを明確にする

ことを検討されたい。 

権利確定条件付き有償新株予約権に、新株予約権者の勤務条件や当社の業績推移

と一切関係なく、当社株式の市場価格推移のみに影響を受けて強制的に新株予約権

を権利行使する義務の発動が付されている場合がある。このような場合には、勤務・

業績状況と無関係に市場価格推移のみで強制権利行使義務が顕在化する上、退任・

退職後も当該義務条項が解除されない「リスク金融商品を公正価値で有償付与する

行為」に、報酬の性格はなく労働や業務執行等のサービスの対価に該当するとは考

えられない。 

質問 3: 注記に関する質問 

本公開草案の提案に同意するコメント 

29）本公開草案の

提案に同意する。

本公開草案の提案に同意する。 

 

公開草案の提案の方向性を支持するコメ

ントである。 

本公開草案の提案に同意しないコメント 

30）質問 1に同意

しないため、質問

3 についても同意

質問 1に同意しないため、質問 3についても提案には同意しない。 質問 1に関するコメントへの対応を参照。 
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しない。 

一部の注記事項を明確にすべきというコメント 

31）連結財務諸表

を作成する場合

の個別財務諸表

における注記事

項を明確にして

頂きたい。 

連結財務諸表作成会社は、個別財務諸表において同様の注記が必要であるかが不

明確であるため明らかにしていただけないか(第 10 項(2)の注記も同様)。 

本公開草案第 9項（本実務対応報告第 9項）

に記載のとおり、注記事項については、スト

ック・オプション会計基準及びストック・オ

プション適用指針に平仄を合わせているた

め、個別財務諸表における取扱いは特に記載

していない。 

質問 4： 適用時期及び経過措置に関する質問 

公開草案の提案に同意するコメント 

32）本公開草案の

提案に基本的に

は同意する。 

 

本公開草案の提案に同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 公表日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した

取引について、一定の事項を注記した上で、従来採用していた会計処理を継続する

ことができるという提案に同意する。 

公開草案で提案されている会計処理自体には同意しないが、現状の結論を変更し

ないまま進める場合には、会計処理において経過措置を設けることには賛成する。

公開草案の提案に同意しないコメント 

33）質問 1に同意

しないため、質問

4 についても同意

しない。 

質問 1に同意しないため、質問 4についても提案には同意しない。 質問 1に関するコメントへの対応を参照。 

34）適用時期につ 仮に本公開草案が適用されることになった場合を想定しても、適用時期は一定の 左記のコメントを踏まえ、本公開草案で提
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いては、期首から

の適用に限定す

べきである。 

予備期間を設け、会計上の混乱を防ぐためにも各企業の翌期初からの適用にすべき

だと考える。 

案された経過措置を適用する場合にも、一定

の注記事項が必要となることなどを考慮す

ると、適用時期については一定の周知期間を

設けることも有用と考えられる。一方で、従

業員等に対して権利確定条件付き有償新株

予約権を付与する取引は、継続的に行われる

取引ではなく、事業年度の期首から本実務対

応報告を適用する必要性は必ずしも高くな

いとも考えられる。 

以上を踏まえ、公表日以後適用するとする

取扱いを見直し、平成 30 年 4 月 1 日以後適

用することとした。 

経過措置により同一の期におけるストック・オプションの会計処理について異な

る二つの会計処理が行われることを防止するため、適用時期は期首からの適用に限

定すべきと考えるがどうか。（例えば、同一会計期間内で公表前に付与したものと

公表後に付与したものがある場合、両者は同一の会計処理が行われるべきと考える

がどうか） 

35）遡及適用と経

過措置の適用の

取扱いを並列的

にすべきである。

本公開草案では、第 31 項において公表日より前に有償新株予約権を付与した場

合においても本実務対応報告における会計処理を遡及的に適用すること原則であ

る旨が示されている。この点、本実務対応報告の公表日以前に有償新株予約権の付

与している企業の多くは当該経過措置の適用を検討することが想定されるが、本公

開草案の記載のとおりであると、原則的取り扱いである遡及適用ではなく例外的取

り扱いである経過措置を適用する場合に一定の理由の説明が必要とされるように

読めてしまう可能性がある。 

遡及適用を原則とする旨の記載があることによって、実質的に経過措置の適用が

阻害される可能性に配慮し、本実務対応報告の定める会計処理と経過措置について

は原則・例外という定めではなく、本実務対応報告の公表日より前に付与されたこ

企業会計基準第 24 号「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（以下「過年

度遡及会計基準」という。）第 6項に従い、

本公開草案では遡及適用することを原則的

な取扱いとしている。 

なお、本実務対応報告は、経過措置の適用

に関して特段の条件は設けておらず、従来採

用していた会計処理を継続することを認め

ている。 
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とを条件として任意に選択可能であることを明示するなど、並列的な扱いとすべき

と考える。 

経過措置に関するその他のコメント 

36）経過的な取扱

いによった場合

の注記を定める

べきである。 

経過措置を採用した場合の注記について、期間比較性を確保する観点から、「公表

日より前に付与した取引については従来採用した会計処理を継続している旨」につ

いても注記することとしてはどうか。 

公表日より前に付与した取引で、従来の会

計処理を継続するものについては、本公開草

案第 10 項(2)②（本実務対応報告第 10 項(3)

②）で「採用している会計処理の概要」の注

記事項を定めている。 

37）経過的な取扱

いによった場合

の注記の範囲を

明確にすべきで

ある。 

本公開草案第 10 項(2)の注記について、事業年度の期首時点において権利行使期

間が終了していない取引のみを対象とする等、注記を求める取引の範囲を明確にす

べきであると考える。 

（理 由） 

本公開草案の提案に従うと、公表日前に付与した取引について、権利行使期間が

終了し、全ての会計処理が完結した後においても、一定事項の注記を続けていくこ

とが要求されるようにも読むことができる。しかしながら、事業年度の期首時点で

権利行使期間が既に終了し、会計処理が完結した取引については、情報の有用性は

限定的と考えられるため、注記を求める必要はないと考えられる。 

本公開草案第 10 項(2)（本実務対応報告第

10 項(3)）では、ストック・オプション会計

基準第 16 項と同様に、「各会計期間において

存在した権利確定条件付き有償新株予約権」

について、その内容等の記載を求めることと

しており、期首時点で権利行使期間が既に終

了し、会計処理が完結した取引については記

載を要しないものと考えられる。 

38）経過的な取扱

いによった場合、

公正な評価単価

の注記が不要な

旨を明らかにす

本公開草案では、本実務対応報告の会計処理によらず、従来採用していた会計処

理を継続するための要件として、有償新株予約権の内容、規模及びその変動状況の

注記が求められている。また、「内容、規模及びその変動状況」の詳細については、

財務諸表等規則第 8条の 15 にて定められている。 

当該開示を行うにあたり、開示対象となる要素として「付与日における公正な評

左記のコメントを踏まえ、本公開草案第 10

項(2)①（本実務対応報告第 10 項(3)①）につ

いて、付与日における公正な評価単価の記載

を要しない旨を追記した。 
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べきである。 価単価」があるが、過去に有償新株予約権を発行した企業は、当該新株予約権の時

価に関する情報については保有しているが、当該新株予約権に付加されている条件

の一部を敢えて考慮せずに算出した価額（会計基準における「公正な評価単価」）に

関する情報は入手していない場合も多い。本公開草案の適用により、これまで必要

とされていなかった情報を新たに取得する必要が生じることで、一定のコストが必

要となる。 

実務上の困難さを軽減するための経過的取り扱いを認める趣旨であるにもかか

わらず、注記事項として公正な評価単価の開示が求められることで、結局のところ

追加的なコストが生じてしまうこととなり、実務上の負担軽減という趣旨が実質的

に機能しないこととなる。 

そのため、本件の経過措置を適用する場合における注記事項から「付与日におけ

る公正な評価単価」を除外するなど、注記の内容についても一定の見直しが必要で

ある。 

39）本実務対応報

告を適用した場

合、会計方針の変

更として開示す

る必要があるか

どうかを明確に

して頂きたい。 

本公開草案第 10 項(2)に記載の、公表日より前に従業員等に対して権利確定条件

付き有償新株予約権を付与した取引について、従来採用していた会計処理を継続

し、かつ公表日以後、新たに従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を

付与した取引がない場合は、本実務対応報告を適用したことについて「会計基準等

の改正に伴う会計方針の変更」として開示する必要があるかを明確にしていただき

たい。 

左記のコメントを踏まえ、本実務対応報告

の適用初年度において、これまでの会計処理

と異なることとなる場合及び経過措置を適

用する場合、会計基準等の改正に伴う会計方

針の変更として取り扱う旨の記載を追加し

た。 

質問 5： その他 

本公開草案が対象とする取引についてのコメント 
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40）類似の取引に

ついても会計処

理の取扱いを示

すべきである。 

本公開草案における実務対応報告が対象とする取引の範囲を第2項に定める取引

に限定する方向性については賛成するが、以下のような類似のスキームについても

参考にできるような取扱いを示すことをご検討いただきたい。 

 子会社の従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引 

 従業員等以外（取引先等）に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与す

る取引 

 従業員等に信託を通じて権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引 

具体的には、実務対応報告第 30 号「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付

する取引に関する実務上の取扱い」第 26 項の記載のように、「なお、本実務対応報

告で取扱っていない取引については、内容に応じて、本実務対応報告を参考にする

ことが考えられる。また、今後の実務の状況により、必要に応じて、別途の対応を

図ることも考えられる。」などを追記すべきと考えられる。 

本公開草案は、権利確定条件付き有償新株

予約権を付与する取引の会計処理について、

現状における取扱いが必ずしも明確ではな

いとの要請から開発したものであるため、現

在行われている典型的な取引を対象として

いる。 

なお、左記のコメントを踏まえ、本公開草

案第 13 項（本実務対応報告第 16 項）に、本

実務対応報告で取り扱っていない取引につ

いては、内容に応じて、本実務対応報告を参

考にすべきかどうかを判断することが考え

られること、及び今後の実務の状況により、

必要に応じて、別途の対応を図ることも考え

られることを追記した。 
企業が信託に権利確定条件付き有償新株予約権を発行し、一定の条件が満たされ

た場合に、従業員等に対して信託から有償新株予約権を付与するスキームが見受け

られる。最終的に従業員等に付与することを目的として発行される権利確定条件付

き有償新株予約権についても、本公開草案の対象範囲に含まれるという理解でよい

か、確認させていただきたい。 

41）勤務条件のみ

が付されている

取引の本実務対

応報告の適用に

ついて、明確化す

業績条件が付されておらず、勤務条件のみが付されている取引については、本実

務対応報告の対象とされていない（本公開草案第 2項(2)参照）。これは、そのよう

な取引の事例がごく僅かな件数しか見られず、また、審議開始時点における直近 1

年間では発行されていないことから、検討対象から除外されたものと理解してい

る。仮に勤務条件のみが付されている取引が今後発生した場合に本実務対応報告の

同 上 
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べきである。 適用を想定しているのであれば、検討対象から除外された経緯を鑑み実務対応報告

本文には記載しないとしても、適用が想定されている旨を結論の背景に記載するこ

とが望ましい。 

42）適用対象とし

て想定している

取引の要件の必

須項目を明らか

にすべきである 

本公開草案では、適用対象とする取引の範囲を第 2項にて「概ね次の内容で」と

して複数の要件を列挙しているが、それぞれの項目のうち特に重視する要素があれ

ば、明示すべきである。 

最終的には、財務諸表作成者である企業側での実態判断の要素があることは理解

しているが、現状案のように多くの項目を並列的に定められた場合、このうち一部

を満たし一部を満たさない取引が発生した場合に、実務対応報告が意図している取

引の範囲を必要以上に拡大解釈がなされてしまう可能性もあり、実務上の混乱の原

因となりかねないと考えられる。例えば、企業外部の投資家を引受先とした場合で

あって、勤務条件が付されないことを除けば第 2項の全ての要件に該当してしまう

可能性すらある。このような適用範囲の曖昧な定義付けは、当社のような投資家の

地位や新株予約権への投資行為そのものの位置付けを誤解させることにもつなが

りかねない。そこで、例えば、企業の役員又は従業員を対象としていることや、労

働の対価として付与したものであることなど、実務対応報告の適用範囲を検討する

ための必須要件があれば、それを明示すべきである。 

 個々の取引において、本実務対応報告を適

用して会計処理を行うべきかどうかを総合

的に判断すべきものと考えられるため、本公

開草案第 2項(1)から(9)（本実務対応報告第

2 項(1)から(9)）に記載された項目のうち特

に重視する要素は定めていない。 

43）従業員等以外

にも発行するこ

とが可能な新株

予約権は、本公開

草案の適用対象

本公開草案第 14 項(1)によれば、対象となる有償新株予約権は、引受先が従業員

等に限定されるとのことであるが、法律上、従業員等以外にも発行することが可能

な新株予約権は、本公開草案の適用対象外との理解でよいか明確に示されたい。 

 仮に、法律上、従業員等以外にも発行することが可能な新株予約権のうち、事実

上、従業員等にのみ発行することが可能な新株予約権（念のため付言すると、従業

本実務対応報告の対象となる取引につい

ては、本公開草案第 2項(1)から(9)（本実務

対応報告第 2項(1)から(9)）に記載しており、

引受先が従業員等に限定されることは、当該

取引の特徴の一つとして挙げている。 
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外との理解でよ

いか明確に示さ

れたい。 

員等にのみ発行する旨又は勤務条件を付す旨の定めがあっても、これが新株予約権

の内容（会社法第 236 条）を含む募集事項（同第 238 条第 1項）又は行使条件（同

第 915 条第 1 項、第 911 条第 3 項第 12 号ハ）として定められていない新株予約権

は、全てこの新株予約権に該当することになる。）は当該新株予約権の内容にかか

わらず本公開草案の適用対象となる、と整理されるのであれば、その理由を説明さ

れたい。 

なお、本公開草案第 2項（本実務対応報告

第 2項）において、「概ね次の内容で発行され

る」という表現を用いており、従業員等以外

にも発行された場合については、個々の取引

において、本実務対応報告を参考に会計処理

を行うべきかどうかを総合的に判断すべき

ものと考えられる。 事実上、従業員等にのみ発行することが可能な新株予約権が本公開草案の対象と

なる旨整理された場合であっても、実際に従業員等以外に発行された場合は、本公

開草案の適用対象外との理解でよいか。 

この点、具体的なケースで検討するに、新株予約権の引受人募集当初は、事実上

従業員等にのみ発行される予定であったが、引受不足分の発行枠を埋める必要があ

る等の理由により、従業員等以外にも発行された場合は、従業員等に対する発行分

と従業員等以外に対する発行分とで本公開草案の適用対象となるか否かが分かれ、

各新株予約権の間で会計上の処理(とりわけ公正な評価額)が異なってくるのか。逆

に、発行決議時に従業員等以外に発行する予定があったが、実際には従業員等にの

み発行された場合は、付与日・割当日といった一定の時点から又は遡って本公開草

案の適用対象となるのか。さらには、従業員等にのみ発行された新株予約権が従業

員等以外に譲渡されたり、従業員等以外に発行された新株予約権が従業員に譲渡さ

れたりした場合、本公開草案の適用との関係でどのように取り扱われるのか。本公

開草案により実務上の混乱を生じることを避けるべく、実務上生じ得る上記のよう

なケースについて、ケース毎に貴委員会の見解を説明されたい。 

44）本公開草案の 本公開草案の対象には市場価格のある新株予約権を除くとあるが、その考えの背 本公開草案は、権利確定条件付き有償新株
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対象となる取引

に、市場価格のあ

る新株予約権を

除く理由を明確

にすべきである。

景を説明すべきである。（本草案の趣旨に則れば、市場価格が存在の是非にかかわ

らず、有償新株予約権は報酬性があると考えられる。） 

もし市場価格があることが、報酬性がないことを立証するための根拠となるので

あれば、市場価格以外にも合理的に算定された価額としての適切な時価が把握でき

る場合にも、同様に報酬性が無いことの立証できると考えられる。 

予約権を付与する取引の会計処理について、

現状における取扱いが必ずしも明確ではな

いとの要請から開発したものであるため、現

在行われている典型的な取引として、市場価

格がないものを対象としている。 

45）従業員等に付

与した権利確定

条件付き有償新

株予約権を買い

戻した上で、他の

従業員等に付与

した場合などに

おける取扱いが

不明確である。 

例えば、役職員に対してのみ付与する、業績条件の付された新株予約権を発行し、

権利不確定による失効の見積数を踏まえ、公正な評価額を算定し、払込金額を差し

引いた金額を基礎に費用を計上したが、その後、発行会社が当該役職員から金銭を

対価に自己新株予約権として取得し、更に、役職員以外の者に当該新株予約権を付

与した場合は、当初費用計上額の取扱いが不明瞭であるばかりか、会社法上の「報

酬等」の額や具体的算定方法の変更がないこととの均衡についても検討する必要が

あると思料される。 

本公開草案は権利確定条件付き有償新株

予約権を付与する取引の会計処理について、

現状における取扱いが必ずしも明確ではな

いとの要請から開発したものであるため、現

在行われている典型的な取引を対象として

いる。そのため、左記のコメントに記載され

たような、特殊な状況は想定していない。 

設例等に関するコメント 

46）業績の達成可

能性が高くなっ

た後に、失効され

る場合の設例を

設けることが望

ましい。 

本公開草案の設例においては、業績条件の判定時点である X4 年 3 月末の時点ま

では業績条件による失効数の見直しが行われないものとなっているが、実務におい

ては、ある決算期末において一旦業績条件の達成可能性が高くなったと見積もった

としても、その後の業績判定時においては業績条件が達成されずに失効することも

多分に生じ得るものと考える。このようなケースでは、権利確定時において業績条

件が未達となった場合には、当該権利確定日の属する期において負の株式報酬費用

（販売費及び一般管理費）が計上されるものと考える。 

設例は、すべての想定されるケースを網羅

するものではなく、本公開草案の理解に資す

るために設けている。コメントの内容は、本

公開草案第 5 項(5)（本実務対応報告第 5 項

(5)）に定められており、権利確定日の損益と

して計上するとされていることから、費用が

追加計上される状況だけではなく、利益が計
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一般的なストック・オプションにおける従業員の一部が退職した場合の少数の失

効と異なり、業績条件の不達成による失効の場合には、新株予約権の全てが失効す

るため、ここで生じる負の株式報酬費用の額は多額になることが想定され、この場

合の多くの企業においては決算期末において株式報酬費用のマイナス残高が生じ

るものと思料する。 

この点、ストック・オプション会計基準は無償発行を想定したものであるため、

払込価額が存在する有償新株予約権においては失効時の取扱いが不明確となる可

能性があるとともに、ストック・オプション会計基準の設例においては権利不確定

における失効に関する設例は勤務条件の不達成の場合のみであり、業績条件が不達

成となった場合の設例が存在しないことからも、設例において会計処理の明確化の

ニーズがあると考える。 

上される状況も想定されている。したがっ

て、左記の事項に関する設例を設ける特段の

必要性はないと考えられる。 

47）設例に記載さ

れている日付に

ついて説明を求

める。 

ストック・オプション会計基準に記載されている設例と異なる日付にしている

が、本来、実務における混乱を避けることが重要であり、わかりやすい形とするこ

とが必要であると考える。従って、ストック・オプション会計基準と、実務対応報

告を並べて比較検討できるようにすることが必要と考えるが、なぜあえて異なる日

程としたのか説明を求める。 

設例は、本公開草案の理解に資するために

設けているため、日付をストック・オプショ

ン適用指針の設例と揃える必要はないと考

えられる。 

48）失効の見積数

に関する根拠を

明確にすべきで

ある。 

本設例 1では、業績条件が達成しないことによる失効見積数が、発行した新株予

約権の 96%と設定されているが、単一の業績連動条件(例えば、X●年 3 月期の経常

利益が 10 億円を超過する等。)のみが権利確定条件として付された新株予約権につ

いて、新株予約権の全部ではなく、一部のみ失効すると見積もることができる根拠

を明らかにされたい。 

本設例における業績条件が付されている

ことによる失効数の見積りは、ストック・オ

プション会計基準第 7 項及び第 51 項から第

53 項に従って設定している。 

49）より多くのケ 本公開草案の設例の条件を、次のように変動させた場合の会計処理を明らかにさ 設例は、すべての想定されるケースを網羅
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ースの設例を設

けるべきである。

れたい。なお、記載のない条件は、すべて本公開草案の設例と同一する。 

① 設例 1-1 

(a) 業績条件を加味した新株予約権の時価は 4円/株である。 

(b) 業績未達成による失効数は見積もることができない。 

(c) X4 年 3 月末日において、業績条件を充足することが明らかとなった。 

② 設例 1-2（記載した以外の条件は設例 1-1 に従う。） 

(a) 業績が達成されることを前提に新株予約権を発行するため、失効数はゼロと見

積もる。 

③ 設例 1-3（記載した以外の条件は設例 1-1 に従う。） 

(a) 業績が達成されないことが確実視される業績条件であるため、付与時には全て

の新株予約権が失効することを前提とする。 

④ 設例 1-4（記載した以外の条件は設例 1-1 に従う。） 

(a) 業績条件を加味した新株予約権の時価は 100 円/株である。 

(b) 払込金額の合計は 8千万円である。 

⑤ 設例 2-1 

(a) 業績条件を加味した新株予約権の時価は 4円/株である。 

(b) 企業は、新株予約権を付与(発行)する従業員らに対して、新株予約権の払込金

額の原資とするため、総額で 320 万円の現金を、役務提供の対価として X1 年 10 月

に追加支給した。 

(c) 当該従業員らは、X1 年 11 月において、上記 320 万円の全てを新株予約権の費

用に充当した。 

(d) 業績未達成による失効数は見積もることができない。 

するものではなく、本公開草案の理解に資す

るために設けているため、左記の事項に関す

る設例を設ける特段の必要性はないと考え

られる。 
なお、業績条件の達成可能性、業績条件の

達成可能性を考慮した払込金額及び公正な

評価単価は相互に影響することから、左記の

コメントに記載されたように一部の条件の

みを変更した設例を作成することは困難と

考えられる。 
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(e) X4 年 3 月末日において、業績条件を充足することが明らかとなった。 

ストック・オプション会計基準の実質的な変更につながるとするコメント 

50）本公開草案

は、会計基準を実

質的に変更して

いる。 

本公開草案は、会計基準の実質的変更となるが、実務対応報告で会計基準の変更

を行うことは制度上できないはずであるが、この点をどのように整理されるか。 

本公開草案は、ストック・オプション会計

基準及びストック・オプション適用指針に照

らして権利確定条件付き有償新株予約権の

会計処理を整理したものであり、ストック・

オプション会計基準等の内容の変更を行う

ものではない。 

ストック・オプション会計基準及びストック・オプション適用指針の内容の見直しを求めるコメント 

51）株式市場条件

を公正な評価単

価に織り込むこ

とを検討したほ

うがよい。 

公開草案第 5項（2）において、業績条件のうち、「明らかに価格算定モデルに組

み込むことができる」株式市場条件は、公正な評価単価として考慮するものとした

ほうがよいかと考えます。これは、IFRS 第 2 号にも規定されておりますが、想定さ

れる価格算定モデルの要素を限定する点で重要な項目であると思います。有償新株

予約権の評価においては、特に価格算定モデル（評価単価）の透明化が必須である

と考えます。 

ストック・オプションに関する会計上の考

え方については、歴史的に様々な方法が国際

的に議論されてきた上で、米国基準や IFRS が

定められ、それらの考え方を基礎に日本基準

が開発されている。 

ここで、本公開草案は、現行の会計基準の

解釈として権利確定条件付き有償新株予約

権を付与する取引の会計処理について明ら

かにすることを求められたものである。コメ

ント提出者の意見も考え方の一つとしては

理解できるところであるが、仮に対応を行う

場合には、ストック・オプション会計基準の

改正が必要となり、ストック･オプション会

経済実態的にみると、本公開草案の対象とする業績条件付新株予約権は、業績条

件のない新株予約権に比べると価値が低い。新株予約権（を含めた有価証券）の価

値は、保有者が将来得られるキャッシュ・フローの期待値（の現在価値）で決定さ

れる。なんら条件が付されていない新株予約権と、一定の業績が達成されなければ

権利行使できない新株予約権とでは、条件付きである方が期待値が低くなり、算出

される価値が低くなる。 

しかしながら、本公開草案は、ストック・オプション会計基準同様、業績条件を
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公正な評価単価の算定に織り込ませないものであり、業績を達成するにつれ失効見

積数が見直され、なんら業績条件がない新株予約権を発行したのと同額の費用計上

を求める結果となる。 

これはすなわち、企業は発行した有価証券の価値以上の費用計上を求められるこ

ととなる結果となり、企業にも、財務諸表の利用者にも、却って誤った、経済実態

の伴わない表示が行われることとなる。 

財務諸表作成者及び利用者に経済実態の伴った費用計上額を表示するため、スト

ック・オプション会計基準自体の見直しを行うか、ストック・オプション会計基準

に当て嵌める会計処理を求めるのではなく、新たな会計基準の開発を行うべきであ

る。 

計基準の対象となるストック・オプションに

も影響が及び、幅広い関係者に影響を与える

ため、現行のストック・オプション会計基準

及びストック・オプション適用指針を見直さ

ないこととした。 

 

 

ストック・オプションの会計基準・適用指針においては、業績条件については、

条件未達の場合、失効したものとして数で調整するため、当該業績条件は、ストッ

ク・オプションの公正価値の算定には反映しないものとされていたかと思います。

当該取扱いは継続されているものと考えてよろしいのでしょうか？仮に有償新

株予約権の払込金額が業績条件を反映して算定されていた場合は、基準に基づく付

与時の公正価値と差が生じるという理解でよろしいのでしょうか？ 

達成目標としての株価条件が付されていた場合も同様の理解でよろしいのでし

ょうか？ 

業績条件及び株価条件については、ストッ

ク・オプション会計基準及びストック・オプ

ション適用指針の定めを変更するものでは

なく、左記のコメントのとおり、従来と同様

の取扱いである。 

52）ストック・オ

プション会計基

準における公正

な評価単価の定

ストック・オプション会計基準上の公正な評価単価は、「勤務条件や業績条件を考

慮しない」という点を明確に示すべきだと考えます。 

ストック・オプション会計基準第 6 項(2)

では、「失効の見込みについてはストック・オ

プション数に反映させるため、公正な評価単

価の算定上は考慮しない。」とされており、ス
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めを明らかにす

べきである。 

トック・オプション会計基準第 51 項では、権

利不確定による失効数は、勤務条件や業績条

件が達成されないことによる失効数である

ことが示されている。 

53）権利不確定に

よる失効と権利

不行使による失

効を明確に区別

できるように、用

語の使用を見直

すべきである。 

ストック・オプション会計基準第 6項（２）には以下の記載がある。 

「失効の見込みについてはストック・オプション数に反映させるため、公正な評

価単価の算定上は考慮しない。」 

上記によれば、「公正な評価単価」とは、権利不確定による失効の可能性がない、

いわゆるバニラオプションを想定していると考えられる。 

他方、同会計基準第 51 項の記載は、以下のとおりである。 

「第 7項及び第 9項に規定するように、ストック・オプションに関する会計処理

に関しては、権利不確定による失効数と権利不行使による失効数を反映させる必要

がある。（以下略）」 

ここでは、権利不行使も失効とみなしている表現があり、第 6項の正確な理解を

困難にしていると考えられる。すなわち、バニラオプションの価格には権利不行使

による失効数は予め織り込まれており、失効の見込みとして見直しの対象にはなら

ないため、表現の変更が望ましいと考えられる。 

具体的には、たとえば以下のような対応が考えられる。 

 同会計基準第 6項ほか、失効数の見積りに係る「失効」の表現を、公開草案[設

例](4)の表現に倣って「権利不確定による失効」と明示的に区別する。 

 権利不行使による失効を単に「権利不行使」という事象として扱い、「失効」と

明示的に区別する。 

 ストック・オプション会計基準第 7項及び

第 52 項（第 1文）など、失効数の見積りに関

する定めにおいては、「権利不確定による失

効」とされており、ストック・オプション会

計基準を見直す必要はないと考えられる。 
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54）オプションの

算定技法におい

て、予想残存期間

を用いることを

適用指針として

記載することを

検討することが

考えられる。 

予想残存期間の推定（ストック・オプション適用指針第 14 項） 

ストック・オプションの制度設計として、典型的なケースでは権利行使可能な時

点が満期日だけでなく、一定の期間で設定されている。この場合、期間内の任意の

時点において早期に権利行使が可能である。 

このような制度設計をもつオプションの評価単価は、同様の条件で満期日にのみ

権利行使が可能なオプション（ヨーロピアン・タイプ）と比較して自由度が高い分、

一般的に高額となると考えられる。 

その一方、同適用指針第 14 項では、「前項に基づき、ストック・オプションの予

想残存期間を合理的に見積ることができない場合には、ストック・オプションの予

想残存期間は、算定時点から権利行使期間の中間点までの期間と推定する。」と定

められており、本来の満期よりも短い予想残存期間を推定することを示唆してい

る。 

そのため、この推定を行った場合、満期が短い分オプションの時間価値が小さく

なり、同様の条件のヨーロピアン・タイプのオプションよりも評価単価が低くなる

ことが想定される。この評価額に関する大小関係の逆転は、確立された理論（同適

用指針第 5項（1））に反しており、従って合理的に算定された価額（ストック・オ

プション会計基準第２項（12））に当てはまるとは言い難いと考えられる。このよう

な場合、【早期に権利行使可能オプションの評価単価】 ≥ 【ヨーロピアン・タイプ

のオプションの評価単価】という関係が理論的に確立されている以上、予想残存期

間の推定を行わない方が合理的な価格に近いと考えられる。 

 

予想残存期間の適用（ストック・オプション適用指針第 7項（1）） 

本公開草案は、現行の会計基準の解釈とし

て権利確定条件付き有償新株予約権を付与

する取引の会計処理について明らかにする

ことを求められたものである。左記の対応を

行う場合には、ストック・オプション会計基

準の改正が必要となり、その場合には、スト

ック･オプション会計基準の対象となるスト

ック・オプションにも影響が及び、幅広い関

係者に影響を与えるため、現行のストック・

オプション会計基準及びストック・オプショ

ン適用指針を見直さないこととした。 
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上記を踏まえた場合、オプションの算定技法において一般的な連続時間型モデル

であるブラック・ショールズ式に代入する値として、予想残存期間を用いることを

適用指針として記載することの妥当性には、議論の余地があると考えられる。 

本公開草案に従って処理した場合の懸念事項 

55）本公開草案に

従って処理する

と、投資家に不測

の損害を生じさ

せる可能性があ

る。 

本公開草案の設例でも発行の 3 年後に一時に 76,800 千円の費用が計上され、そ

の分利益が圧迫される結果となることが示されている。 

現実に起きうる事象について説明する。新興市場に上場した会社の時価総額が 50

億円で、利益が 2億円（PER25 倍）という、一般的にありうる例を設例とする。 

当該企業が発行済株式数に対して 10％の権利確定条件付き有償新株予約権を発

行したとする。行使価格は時価に設定され、行使価格総額は 5億円（時価総額 50 億

の 10％）となる。業績条件が付された結果、新株予約権の公正価値は（本公開草案

と同様）行使価格総額の 4％であったとすると、2千万円となる。 

しかし、ストック・オプション会計基準においては、業績条件は評価に織り込ま

ないため、なんら条件がついていない新株予約権として算定することとなる。 

新株予約権の価値は、保有者が将来得られるキャッシュ・フローの期待値（の現

在価値）で決定されるところ、どのくらい株価が変動するか（株価が高まる可能性

が高ければ、新株予約権の価値も高くなる）の統計数値である株価変動性（ボラテ

ィリティ）で決まる要素が大きい。上場後間もない企業（またはその類似上場会社）

のボラティリティは高いことが多く、なんら条件がついていない新株予約権の価値

は、株価に対して 40～60％程度となることが多い。（なお、この点において本公開

草案の設例では、新株予約権の価値が約 17％に設定されており、理解を過小に誤導

するものである。） 

コメントで例示されたような状況が生じ

る可能性はあるものの、本公開草案における

業績条件が付されている新株予約権の取扱

いは、ストック・オプション会計基準第 51 項

に定める「ストック・オプションに関する会

計処理に関しては、権利不確定による失効数

と権利不行使による失効数を反映させる必

要がある。前者は、勤務条件や業績条件が達

成されないことによる失効数である。」とさ

れている取扱いを踏襲したものである。 

本公開草案は、現行の会計基準の解釈とし

て権利確定条件付き有償新株予約権を付与

する取引の会計処理について明らかにする

ことを求められたものである。上記の扱いを

見直す場合には、ストック・オプション会計

基準の改正が必要となり、その場合には、ス

トック･オプション会計基準の対象となるス

トック・オプションにも影響が及び、幅広い
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すると、設例の企業では、（2千万円分の有価証券を発行したにすぎないのに）業

績条件が達成した途端に 2億円～3億円（行使価格総額 5億円の 40～60％）の費用

計上が一時に求められる結果となる。 

この新興上場企業は、キャッシュ・アウトを行ったわけでもなく、むしろ業績条

件を達成したにもかかわらず業績が急落する結果となる。 

これまで有償新株予約権が受け入れられてきたのは、業績条件が達成され、（その

大半が行使価格を時価以上に設定されているため）株価が上昇した時のみ権利行使

がなされ希薄化が生じるものであることから、既存株主にとってもプラスの状況が

想定されていたからである。 

しかしながら、本公開草案に従うと、業績条件が達成されると同時に業績が悪化

したとして財務諸表が表示される。これにより株価の下落が生じれば、保有資産の

価値が希薄化以上に下落するおそれがあり、投資家に不測の損害を生ぜしめる結果

をもたらす。 

関係者に影響を与えるため、現行のストッ

ク・オプション会計基準及びストック・オプ

ション適用指針を見直さないこととした。 

56）本公開草案に

従って処理する

場合の業績条件

に関する判断を

明確にすべきで

ある。 

 

本公開草案に準拠した会計処理を行った場合、業績条件を充足することが明らか

となった場合には株式報酬費用が計上されることとなるが、当該費用を計上するこ

とを原因として業績条件の達成の可否が異なる場合（＝費用計上の結果として業績

目標未達になる場合）には、その失効数の見積もりにおいてどのように考えるべき

か、本実務対応報告において一定の説明を設けるべきである。例えば、公開草案に

おける設例において、X4 年 3 月期における営業利益 10 億円という業績条件達成が

見込まれることにより、当該期において株式報酬費用が 78,600 千円計上されてい

るが、ここでいう業績目標の達成の可否の判断は、株式報酬費用の計上を考慮して

10.786 億円の達成が見込まれているかをもって判断すべきか否かを明らかにすべ

発行する新株予約権の権利確定条件は、

個々の企業の状況に応じて設計されるもの

であり、当該権利確定条件が満たされたか否

かについては各企業が設計された条件に基

づき、その状況に応じて判断すべきものであ

ることから、会計基準において言及する事項

ではないと考えられる。 
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きである。 

なお、企業による業績条件の達成可能性に係る見積もりにより、株式報酬費用を

早期に計上し、業績条件の判定年度における費用計上額を軽減することで、業績条

件の達成が可能となる場合も想定される。このような場合には、企業は早期に費用

計上を行う等、業績条件の達成可否に伴う失効数の見積もりによる業績条件の達成

可否が恣意的に操作することが可能となってしまうことも考えられる。この点につ

いて、業績条件の見積もり方法について一定の指針を示す等、見積もりに関する恣

意性の影響を軽減するための措置を検討する必要がある。 

業績条件が達成されることにより費用が計上され、業績条件が不達成となる矛盾

が生じる。この場合、どのように会計処理すべきか解説を記載しなければ実務に多

大な混乱をもたらす。 

また、法律上も権利行使可能となるのかならないのか、本公開草案を施行するの

であれば法務省との調整を行う必要がある。 

発行する新株予約権の権利確定条件は、

個々の企業の状況に応じて設計されるもの

であり、当該権利確定条件が満たされたか否

かについては各企業が設計された条件に基

づき、その状況に応じて判断すべきものであ

ると考えられる。 

57）本公開草案に

従って処理する

と、既存株主や従

業員等に損害を

生じさせる可能

性がある。 

本公開草案に準拠して会計処理を行った場合、業績条件の達成が見込まれた場合

に株式報酬費用が計上されることとなる。そして、当該株式報酬費用が計上される

ことにより、業績条件の目標未達になる場合が生じ得るものと考える。これは、有

償新株予約権を保有している従業員等の立場からは、本実務対応報告の適用により

業績条件の難易度を事後的に引き上げるものである。 

上記のように、有償新株予約権の導入企業は投資制度としてこれを構築してお

り、対象者である従業員等は新株予約権に設定された業績目標と新株予約権への投

資額（払込価額）を考慮のうえ、当該新株予約権に投資している。本実務対応報告

本公開草案に従って処理する場合の業績

条件に関する判断に対するコメントについ

ては、コメント 56）への対応に記載している。 

また、本公開草案は、公表日より前に従業

員等に対して権利確定条件付き有償新株予

約権を付与した取引について、従来採用して

いた会計処理を継続することができる取扱

いを定めており、当該経過措置の適用に関し
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

の適用が強制されることで、結果的として新株予約権の契約条件が従業員等にとっ

て不利なものに変更されるというのは、経済活動を行う上での安定性を欠くもので

あるとともに、予め設定されていた業績目標に向かって邁進していた従業員等の意

欲を削ぐものと考える。 

また、従業員等が会社に対して支払った（投資した）金銭は、業績条件が達成さ

れない場合には返金もされない。実務対応報告の適用により損失を被る従業員等を

保護する目的で当該新株予約権を会社が有償取得する事例も今後生じるものかと

考えるが、これは会社財産を従業員等に対して分配する行為にほかならず、既存株

主の利益を侵害するものである。 

て特段の条件は設けていないことから、前段

に記載した事項に関する事後的な影響は限

定的と考えられる。 

開示制度に関するコメント 

58） 有価証券報

告書における役

員報酬に関する

開示について検

討する必要があ

る。 

企業内容等の開示に関する内閣府令二号様式記載上の注意（57）d において役員

の報酬等の定義があるが、ストック・オプションの費用計上額と同様に、本公開草

案の公表により、役員に対して付与された有償新株予約権は当該内閣府令における

「報酬、賞与その他その職務執行の対価とてその会社から受ける財産上の利益」に

該当することとなるのかご教示いただきたい。 

この点、金融庁らは 2010 年 3 月 31 日「『企業内容等の開示に関する内閣府令

（案）』等に対するパブリックコメントの結果等について」において、ストック・オ

プションの費用計上額が最近事業年度に係る報酬等に該当する旨のコメントが示

されている。 

有償新株予約権を導入してきた企業は、これまで有償新株予約権を「新株予約権

を購入する取引」と理解していたため、当該規定による報酬開示が不要として取り

扱っていたが、本公開草案の規定に従うことで仮に報酬として扱われることとなる

寄せられたコメントは、非財務情報に関

するものであり、制度を所管している官庁

における事項と考えられる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

場合には、本公開草案に従い多額の費用計上が求められることにより、既存の金銭

報酬額と合わせて1億円以上に該当する者については個人名を含めた開示が必要と

なるため、有価証券報告書における開示の必要性について明らかにされるべきであ

る。 

本公開草案の設例のとおりの会計処理が必要となった場合には、業績目標の達成

年度において多額の株式報酬費用が一括で計上されてしまうこととなるため、本公

開草案の適用により報酬額1億円の基準に該当する事例も多く生じる可能性もある

ため、開示規則との整合性を確認・調整する必要があるものと考える。 

有価証券報告書の「コーポレート・ガバナンスの状況等」の「役員報酬等」の記

載にも影響を与え得るが、金融商品取引法の取扱いについて調整ができているか不

明である。 

59）事業報告にお

ける役員報酬に

関する開示につ

いて検討する必

要がある。 

本公開草案が適用された場合、それ以降は権利確定条件付き有償新株予約権を職

務執行の対価として交付されたものと整理することとなったときには、事業報告に

おいても「職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の概要」に関する

記載（会社法施行規則第 123 条）が必要となるものと理解している。 

これまで有償新株予約権を付与している企業の多くは、権利確定条件付き有償新

株予約権を職務執行の対価ではないものとして整理していたため、事業報告におけ

る「職務執行として交付されていた新株予約権等の状況」には「該当事項はありま

せん」と記載し、有償新株予約権については「その他新株予約権等の状況」欄に記

載している事例が散見される。この点、本実務対応報告の公表により、今後は事業

報告における記載箇所も変更を要するかものと考えられるため、必要に応じて関係

する諸規則との整合性を整理する必要があるものと考える。 

同 上 
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60）適用初年度に

おいて、遡及適用

する場合の取扱

いを明確にすべ

きである。 

本公開草案が適用され遡及修正する場合、上場企業においては、金融商品取引法

において定められた継続開示書類である有価証券報告書や四半期報告書等、及び金

融商品取引所より提出を要請されている決算短信や四半期決算短信等についても

過年度修正の発生が見込まれること等、本公開草案が適用されることで多大な影響

を及ぼすことが見込まれる。 

新規の企業会計基準が公表された場合や

企業会計基準が改正された場合の一般的な

取扱いと同様に、本公開草案の適用初年度に

おいて遡及適用する場合、過年度遡及会計基

準等に従って遡及適用による累積的影響額

は比較情報に反映させるものと考えられる。 

IFRS に関するコメント 

61）IFRS との差異

を生じさせる処

理が定められて

いることを懸念

する。 

 

1. そもそも IFRS へのコンバージェンスの方向性が前提であると考えるが、勤務

条件の取扱次第では、勤務条件のない（黙示的にも勤務を求めていない）有償新株

予約権や、業績条件を超えてまで勤務条件がない有償新株予約権を発行した場合、

①IFRS 適用会社で単体の日本基準で費用計上、連結 IFRS では費用計上とならない、

②IFRS 適用を検討している企業にとって、日本基準でいる間は費用計上となるが

IFRS 適用となると費用計上とならない、 

という形で、GAAP 差異が確実に生じ、混乱が生じることになる。 

2. この GAAP 差異を、あえて広げる論理的な根拠が示されていない。 、 

本公開草案は、ストック・オプション会計

基準及びストック・オプション適用指針に照

らして権利確定条件付き有償新株予約権の

会計処理を整理したものである。 

ストック・オプション会計基準及びストッ

ク・オプション適用指針と IFRS 第 2 号「株式

に基づく報酬」では、ストック・オプション

を費用計上する点等、類似している面もある

が、構造上異なっている面もあり、両者の部

分的な差異を論じることは必ずしも適切で

はないと考えられる。 

また、IFRS との基準差が生じた場合には、

実務上の負担が生じることは理解できるも

のの、IFRS との基準差については、IFRS の解

釈に及ぶ可能性があるため、対応は困難と考

今回の公開草案では、業績条件はあるが勤務条件が付されていない有償新株予約

権も「報酬」としてとらえて、ストック・オプション会計基準の適用対象とされて

おります。一方、IFRS では業績条件の要件として、明示的または黙示的な勤務条件

を要求しているため、勤務条件がないストック・オプションについては、業績達成

確度を評価に織り込むことで、事実上費用計上がありません。この結果、日本基準

と IFRS との間で差異が生じてしまい、コンバージェンスの流れから外れてしまう
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

のではないかと懸念しております。 えられる。 

国際財務報告基準（IFRS）において、有償新株予約権を報酬として認識し費用計

上する 場合があるが、それは、権利確定条件として勤務条件がある場合に限定さ

れている。本公開草案は、勤務条件がなくとも業績条件が付されている有償新株予

約権は、全て報酬として取り扱う整理としており、ここに会計基準間の GAAP 差が

生じることとなる。IFRS 導入企業に対する聞き取り調査の結果としても、有償新株

予約権を購入した従業員等が会社を退職した後も（退職を理由に新株予約権を没収

することなく）投資家として新株予約権を保有し続けてもらえるようにすること

で、有償新株予約権の付与が報酬取引でないことを立証されている旨を聞いてい

る。今後も IFRS 導入企業が増えることが想定される中で、会計基準間の差異は可

能な限り少なく抑えるべきであり、わが国の会計基準においても勤務条件が付され

ていない有償新株予約権は「労働や業務執行等のサービスの対価でないことを立証

できる場合」の一例として、報酬取引とは異なる性質であると整理することが整合

的である。  

新株予約権の評価に関するコメント 

62）公正価値評価

について、透明性

を確保すべきで

ある。 

有利発行条件の判断のために行われている有償の権利確定条件付新株予約権の

公正価値評価については、算定人独自の仮定・価格算定モデルを使用し、「ブラック

ボックス」となっており、評価の透明性が確保されておりません。 

 これらの権利確定付有償新株予約権には、利益上昇等の業績基準が付されていま

す。このような条件が、公正価値を計算する価格算定モデル（株価との相関・利益

のランダムウォークの仮定など）にどのように組み込まれているか、まったくもっ

て不透明であり、公正価値の検証可能性そのものが確保されておりません。価格算

ストック・オプション適用指針第 5項では

ストック・オプションの公正な評価単価の算

定技法が満たすべき要件が示されており、本

公開草案は、当該定めに基づき各企業が公正

な評価額等を適切に算定することを前提に

している。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

定モデルが不透明であることは、会計監査にも影響を与えるものと思われます。 

したがって、 

① 算定人の公正価値評価自体の透明性を確保すること。 

② 有利発行条件で規定する公正価値・算定人の計算結果の公正価値、そして会計

基準上定める公正価値との整合性を確保する。 

上記 2点の必要性が喫緊であると考えます。 

63）公正な評価単

価と払込金額に

おける単価の関

係を明確にすべ

きである。 

（コメント 62）に記載の、「① 算定人の公正価値評価自体の透明性を確保するこ

と。② 有利発行条件で規定する公正価値・算定人の計算結果の公正価値、そして

会計基準上定める公正価値との整合性を確保する。」という点を踏まえたコメント）

公開草案第 5項（3）の「公正な評価額から払込額を差し引いた金額」を費用計上

するという表現について、（公正な評価単価‐払込金額相当の評価単価）×（見積り

ストック・オプション数）という形で単価と数量の関係を明記する必要があると思

います。払込金額＝予約権単価×付与数≒公正な評価単価×見積りストック・オプ

ション数の関係にあり、これまで、有利発行条件の評価においては、前者の予約権

単価のみ開示されていたものが、公正価値評価における公正な評価単価と見積りス

トック・オプション数の関係を明らかにすることによって、評価の不透明な問題は

幾分軽減されると考えます。 

本公開草案では、ストック・オプション会

計基準を準用して会計処理を定めた結果、権

利確定条件付き有償新株予約権の公正な評

価額から払込金額を差し引いた金額に基づ

き、費用計上額を算定することとしており、

特段、公正な評価単価と払込金額の単価の関

係を明確にする必要はないと考えられる。 

64）公正価値評価

については、必ず

しも会計基準に

おいて定める事

項ではない。 

仮に本会計基準の制定の趣旨が、有償新株予約権の第三者評価機関による公正価

値評価が実態の公正価値評価と比較して乖離している可能性を問題としているの

であれば、有償新株予約権の公正価値評価に関するガイドライン等において制定す

べき事項であり、必ずしも会計基準において定める事項ではないものと考える。 

 本公開草案は、各企業が本公開草案及びス

トック・オプション適用指針に基づく公正な

評価額等を適切に算定することを前提に、会

計上の取扱いを明らかにすることを目的と

するものである。 
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65）ストック・オ

プション会計基

準における公正

な評価額及び公

正な評価単価を

確認したい。 

二項モデル、モンテ＝カルロ・シュミレーション等、実務において広く受け入れ

られている株式オプション評価モデルを用いて計算した結果、業績条件を加味した

新株予約権 1 個あたりの価値が 100 円と算定され、業績条件がないと仮定した場

合の新株予約権 1個あたりの価値が 200 円と算定された場合、貴委員会は、いくら

の額を当該新株予約権の時価、公正な評価単価、公正な評価額として考えているの

か、見解を明らかにされたい。なお、業績条件を加味した新株予約権 1個あたりの

価値は、株式オプション評価モデルによる 1万回試行を行って算定したため、期待

値の算出による価格評価は行ったが、将来の失効数について、合理的な見積りは困

難であったとする。また、新株予約権は 1個のみ発行されたものとする。 

本公開草案第 5項（本実務対応報告第 5項）

において、次に示すストック・オプション会

計基準の内容を踏襲している。 

 公正な評価額は、公正な評価単価にスト

ック・オプション数を乗じて算定する（ス

トック・オプション会計基準第 5項）。 

 権利不確定による失効の見積数について

は、ストック・オプション数に反映し、ス

トック・オプションの公正な評価単価の

算定上は考慮しない（ストック・オプショ

ン会計基準第 6項(2)及び第 7項(1)）。 

会社法や税務に関するコメント 

66）会社法や税務

に関する取扱い

を考慮すべきで

ある。 

公正価値での取引であることから、公益社団法人日本監査役協会の「監査役監査

実施要領」（改訂版）（平成28年5月20日公表）には「有利発行決議や報酬決議、事業

報告における開示の対象とはならない」とあり、また、税務についても、公正価値

での取得であるため、権利行使時の給与等課税事由が生じないとされており、給与

所得ではない判断となっており、ともに報酬ではない取扱いである。 

資本市場における会計基準は、一般的に

は、投資家の意思決定に資するより有用な情

報を提供することを目的として開発してお

り、目的が異なる会社法や法人税法における

取扱いとの相違について言及することは適

切ではないと考えられる。 

 監査役監査実施要領や、税務の取扱い等、既に定着した実務と異なる内容の提案

となっており、実務が相当混乱することが予想されるため、論点整理が必要と考え

る。 

第22回基準諮問会議の議事録に記載されている、「会社法との関係の整理」や「基
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準開発の際に、会社法上の論点についても把握する。」との対応が、これまで一切な

されていない。これらの論点がまだ残ったままでの見切り発車となってしまってお

り、ASBJが有言不実行でいいのか、問題があると考える。 

本公開草案に従うと、対価の払込が曖昧な部分についても新株予約権が認識さ

れ、権利行使によりそれらが資本金に計上されることとなるが、このような処理は、

資本充実の原則に反するのではないかと思われる。 

新株予約権の引受人が従業員等（※1）であるか否かにかかわらず、会社法上の

「報酬等」の定義と異なるものを、「報酬」に含めている疑義があるため意見を留保

する。 

［理由］ 

 会社法上の「報酬等」とは、報酬、賞与その他職務執行の対価として受ける財産

上の利益をいい(会社法第361条参照)、職務執行の対価であること及び財産上の利

益であることが要件となっている（※2）。会計上も、「ストック・オプション」とは、

自社株式オプションのうち、特に企業がその従業員等に、報酬として付与するもの

をいい、その「報酬」とは、企業が従業員等から受けた労働や業務執行等のサービ

スの対価として、従業員等に給付されるものと規定されている(ストック・オプシ

ョン会計基準第2項(2)・(4))。 

 これに対し、本公開草案では、「従業員等に対して本実務対応報告の対象となる

権利確定条件付き有償新株予約権(本実務対応報告第2項参照)を付与する場合、当

該権利確定条件付き有償新株予約権は、」対価性のないことを立証できた場合を除

き、「ストック・オプション会計基準第2項(2)に定めるストック・オプションに該当

する」旨規定されている(本公開草案第4項)。 
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※1 従業員等とは、企業と雇用関係にある使用人のほか、企業の取締役、会計参与、

監査役及び執行役並びに之に準ずる者をいう(ストック・オプション会計基準

第2項(3))。 

※2 なお、会社法上は従業員の給与等について特段の定義はないが、本意見書にお

いては、役員の報酬等と同様に、役務提供の対価として受ける財産上の利益を

いうことを前提としている。 

 

本公開草案では上記のとおり会社側に対価性のないことの立証の負担が課され

ているが、立証の具体例が示されておらず、また、設例も限定的であるため、会社

法上の「報酬等」と会計上の「報酬」の取扱いの異同につき整理や手当て等する機

会がないまま、会社法上「報酬等」にあたらないもの、すなわち「企業が従業員等

から受けた労働や業務執行等のサービスの対価として給付されるもの以外の給付」

についても会計上「報酬」に該当するものとして費用計上されるのではないかとの

疑義がある。 

本公開草案は、会社法上の「報酬等」の定義に該当しないものを、会計上の「報

酬」として含めることを提案するものであるか明確に示されたい。 

ストック・オプション会計基準は、会社法の施行日（平成 18 年 5 月 1 日）と同

日に適用されている。これは、ストック・オプション会計基準で計上される報酬費

用と会社法上の報酬とが整合するように会社法規定が制定されたことによる。 

公開草案が確定し適用されると、従来の会社法上の役員報酬決議の範囲が変更さ

れるか否かの議論が生じるが、今回の公開草案は、会社法に与える影響について協
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議されているかどうかが不明である。仮に公開草案による報酬費用の拡大に併せ

て、会社法上の役員報酬決議の範囲が広がるのであれば、過年度の役員報酬決議を

訂正する必要があると考えられるが、そうである場合の実務上の対応が不明である

（適用日以後に臨時株主総会で過去の役員報酬について再決議すべきか否か等）。

法制審議会のインセンティブ制度全般の見直しの議論に先行して、有償新株予約

権のみを実務対応報告で規制することで、将来、法制審議会の議論に進展があった

際に、今回の実務対応報告の内容により何らかのコンフリクトを発生させてしまう

可能性をどう考えるのか、説明を求める。 

本公開草案の開発は一時中断し、会社法の議論との整合性を図ってから改めて開

発するほうが、会計制度の安定に寄与するものと考える。 

本公開草案は、権利確定条件付き有償新株

予約権を付与する取引の会計処理について、

現状における取扱いが必ずしも明確ではな

いとの要請から開発したものであり、現在行

われている典型的な取引への対応を求めら

れたものであることから、権利確定条件付き

有償新株予約権のみを対象としている。 

また、本公開草案は、現行の法制度及び会

計基準を前提として、既存のストック･オプ

ション会計基準の考え方を踏まえて従業員

等に対して権利確定条件付き有償新株予約

権を付与する取引の取扱いを提案するもの

であり、仮に、今後、会社法が改正された場

合の会計上の影響については、将来の検討課

題と考えられる。 

67）遡及適用する

場合、資本金の額

を訂正する必要

公表日以後、適用（遡及適用）することが原則であるが、遡及適用すると過去に

発行された「権利確定条件付き有償新株予約権」について、過年度の財務諸表が修

正され、追加費用が計上され同額の新株予約権が計上されることになる。当該新株

権利確定条件付き有償新株予約権が権利

行使され、新株を発行した場合における増加

する払込資本の内訳項目（資本金、資本準備
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があるため、当該

事項について調

整すべきである。

予約権が過年度に権利行使されている場合、過年度修正による新株予約権の追加計

上額が、資本金の増額となるが、この資本金増加は権利行使された時点のものであ

り、過去の資本金増加の額が訂正されることになる。そのため、登記事項である資

本金の額を訂正せざるを得ないが、これを前提にした登記手続きが不明であり、法

務省との調整が必要になると思われるが、本公開草案は、この点の調整がなされて

おらず実務上の問題が残る。、 

金又はその他資本剰余金）は、会社法の規定

に基づき決定することとなると考えられる。 

この点を明らかにするため、本公開草案第

10 項（本実務対応報告第 10 項）の文案に追

記した。 

68）オプション評

価モデルによる

新株予約権の評

価額を会社法上

の時価と認めな

いとすることを

提案していると

の理解でよいか。

本公開草案第25項においては、「企業からの給付、すなわち、付与された権利確定

条件付き有償新株予約権は、付与日の公正な評価単価(権利確定条件を考慮しない

もの)に、権利確定日の権利が確定した権利確定条件付き有償新株予約権数を乗じ

た額として算定される。」と規定している。これを前提とすると、業績条件を含む権

利確定条件の全てが達成された場合の発行済新株予約権の公正な評価額は、権利確

定条件を考慮しない単価に、発行済新株予約権の個数を乗じた額になる。そのため、

業績条件を組み入れてオプション価値を評価するモデルにより算出された時価と、

本公開草案による新株予約権の公正な評価額との間には、乖離が生じることにな

る。以上を前提にすると、貴委員会は、本公開草案により、権利確定条件(業績条件)

を評価要素に組み込んだオプション評価モデルによる新株予約権の評価額を時価

と認めない(又は会社法上の公正価値と認めない。)とすることを提案しているとも

理解できるが、かかる理解でよいか。 

本公開草案及びストック・オプション会計

基準における公正な評価額の考え方につい

ては、本公開草案第 5項（本実務対応報告第

5項）及びストック・オプション会計基準第 5

項から第 7項等に記載している。本公開草案

第 5項（本実務対応報告第 5項）においては、

次に示すストック・オプション会計基準の内

容を踏襲しており、会計上の取扱いとして、

公正な評価単価の算定上、業績条件による失

効の見込は考慮しないこととするものであ

る。 

 公正な評価額は、公正な評価単価にスト

ック・オプション数を乗じて算定する

（ストック・オプション会計基準第 5

項）。 

 権利不確定による失効の見積数につい
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ては、ストック・オプション数に反映し、

ストック・オプションの公正な評価単価

の算定上は考慮しない（ストック・オプ

ション会計基準第 6 項(2)及び第 7 項

(1)）。 

 なお、資本市場における会計基準は、一般

的には、投資家の意思決定に資するより有用

な情報を提供することを目的として開発し

ており、目的が異なる会社法における取扱い

との相違について言及することは適切では

ないと考えられる。 

69）権利確定条件

付き有償新株予

約権を付与する

取引については、

会社法上の「報酬

等」の概念と整合

的な整理がなさ

れないとの理解

でよいか。 

業績条件を評価項目に組み入れる株式オプション評価モデルを用いて算定され

た新株予約権(いわゆる有償ストック・オプション)の時価相当額を払込金額とする

場合の新株予約権は、会社法上、対価性がないと整理されている。 

この点、株式オプションの合理的な価格算定のために広く受け入れられている株

式オプション価格算定モデル等の算定技法(ストック・オプション会計基準第48項

参照)において、時価がＸ円と見積もられ、当該時価Ｘ円にて新株予約権が引き受

けられたケースにおいては、当該株式オプション価格算定モデルの評価要素に業績

条件が含まれていた場合であっても、従業員等に対する当該新株予約権の発行は、

役務の提供や職務執行の対価として発行されたものではないと整理するのが、会社

法上の「報酬等」の概念と整合的であるが、このような整合的な整理はなされない

との理解でよいか。 

資本市場における会計基準は、一般的に

は、投資家の意思決定に資するより有用な情

報を提供することを目的として開発してお

り、目的が異なる会社法における取扱いとの

相違について言及することは適切ではない

と考えられる。 

なお、本公開草案の脚注 3において、「本実

務対応報告は、当該取引に関する法律的な解

釈を示すことを目的とするものではなく、当

該取引が、法的に有効であることを前提とし

ている。」と記載している。 



 

-69- 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

なお、現在の有償新株予約権の実務は、業績条件を加味した評価額であっても、

モンテ＝カルロ方式などの合理的な株式オプション評価モデルに従い算出された

評価額を時価として取り扱っており、かかる取扱いは、大手監査法人をはじめ、会

計監査人にこれまで受け入れられてきた処理である。この取扱いを変更し、今後、

業績条件を組み込む株式オプション評価モデルは、有利発行決議や報酬決議等の要

否を決定するための公正価値の算出方法においても利用できないと整理するので

あれば、その理由を説明されたい。 

また、本公開草案は、ストック・オプショ

ン会計基準及びストック・オプション適用指

針と同様に、株式オプション価格算定モデル

を採用し、公正な評価単価を算定することが

想定されている。公正な評価単価の算定に際

しては、権利不確定による失効の見込みにつ

いては権利確定条件付き有償新株予約権数

に反映させることから、公正な評価単価の算

定上は考慮しないこととしている。 

基準開発プロセスに関するコメント 

70）本公開草案を

開発することと

なった背景を説

明すべきである。

   

一般的に、実務対応報告の位置付けとしては、会計処理の取扱いが定まらないケ

ースにおいて実務上の取扱いを定めるものと聞いているが、有償新株予約権の会計

処理においては、これまで 10 年近くの間に導入企業の殆どが報酬ではなく資本取

引と判断し、複合金融商品としての会計処理を行うことが適切とされていた。実務

上の取り扱いに（注記の方法を除いて）実務上のばらつきが無かったにも関わらず、

なぜ今になって本件のような見直し草案がでてきたのか、現状の文案ではその背景

に関する説明が不十分である。金融商品として会計処理を行われてきた理由や経緯

を正しく説明し、今回ストック・オプションとして会計処理を行うこととなった理

由について十分に説明すべきである。 

従業員等に対して権利確定条件付き有償

新株予約権を付与する取引は、現行のストッ

ク・オプション会計基準の公表時において想

定されていなかったことから会計上の取扱

いは必ずしも明確ではなかった。当該取引に

関する会計処理については、実務上のばらつ

きは少ないと考えられるものの、広範な影響

があり、会計処理の明確化のニーズがあるこ

とから、平成 26 年 12 月に開催された第 301

回企業会計基準委員会において、基準諮問会

議より、当該新株予約権を発行する企業の会

計処理について審議を行うことが提言され

基準諮問会議で会計処理のばらつきは少ないとされ、本公開草案の経緯にも「会

計処理の取扱いは必ずしも明確ではなかった」との記載があるが、当時、既に権利

確定条件付き有償新株予約権の導入には相当な数の事例が存在し、実際に費用計上
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をしている事例は有価証券報告書を調べる限り全くない。会計処理の取扱いも非常

に明確であった。それにも関わらず、上記のような記載で取り上げたとする経緯に

ついて、非常に違和感を覚える。 

実際の会計処理には、ばらつきがなかったにも関わらず、取り上げた経緯につい

ての詳細な説明を求める。 

た。この提言を受けて当委員会において審議

を行い、本実務対応報告において必要と考え

られる取扱いを示すこととしている。 

 

有償新株予約権についてこれまで実務上の混乱は生じておらず、法律上も税務上

も理解が整合的になっている中で、本公開草案は結論ありきの独自の解釈を示すも

のであり却って実務に混乱を生じさせるものとなっている。定着した実務があるな

かで、平成 26 年 12 月 1 日の企業会計基準委員会で「企業会計基準第 8号「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」（以下「ストック・オプション会計基準」とい

う。）の適用対象となるのかについて、必ずしも明確ではないと考えられるため、会

計処理の明確化のニーズが高いと考えられる。」と説明され、新規テーマとして検

討されることになったことは理解に苦しむところである。 

これだけ多くの混乱を招くものであるにもかかわらず、これまで実務上統一的な

会計処理がなされていた同種の新株予約権の取扱いを変更する実益がなんら示さ

れていない。 

本公開草案第 11 項について 

1. 「必ずしも明確ではなかった」としているが、導入企業の発行目的と複合金融商

品適用指針の処理が明らかに合致しており、ASBJ でテーマアップがなされるま

で数百の事例が存在し、有価証券報告書での確認および当方が調査した限り、一

社も費用処理を実施していなかったため、「必ずしも明確ではなかった」ではな

く、『明確』に費用処理をしてなかったのであり、この記載はミスリーディング

基準開発の経緯については上記のコメン

トへの対応に記載している。 

なお、当委員会の開発する会計基準のデュ

ー・プロセスは、公益財団法人財務会計基準

機構の理事会が定める「企業会計基準及び修

正国際基準の開発に係る適正手続に関する
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な内容となっている。そして、明確であったので、ASBJ で取り上げる理由は、

そもそもなかったと考える。 

2. 株式報酬費用としての会計処理を一社も採用していないこと、また、監査法人

も適正意見を表明していることを考えると、日本の会計基準の前提の細則主義

の日本の会計基準の前提の中で、複合金融商品適用指針における会計処理が、会

社の発行目的にも実態にも合致しており、明確であった。 

3. 「必ずしも明確ではなかった」として、取り上げた経緯としているが、そもそも

取り上げる時点でどのような調査がなされ、「必ずしも明確ではなかった」と判

断することになった理由を示すべきである。 

ちなみに、もし「報酬」として会計処理をしている会社があるとすれば、有価

証券報告書でわかるはずなので、その会社名を提示すべきである。 

4. 更に、3について、そもそも ASBJ がテーマを取り上げる際の定義・基準がある

はずだが、どの理由で取り上げたのか明確にすべきである。 

規則」（以下「適正手続規則」という。）に規

定されており、当該規則を遵守して基準開発

を行っている。審議テーマの決定について

は、適正手続規則第 22 条において、「委員会

は、定款第 63 条第 2項の定めにより、基準諮

問会議から審議テーマ又は優先順位等につ

いての提言を受けた場合、原則として、基準

諮問会議の提言を尊重し、審議テーマを決定

する。」とされており、権利確定条件付き有償

新株予約権を付与する取引に関する審議テ

ーマは当該規定に従って決定している。 

71）審議に偏りが

ある。 

本件、監査人からテーマアップがされているが、そもそも有償新株予約権は大手

監査法人を含め、すべての監査法人でテーマアップされるまで数年に渡って約 200

社の上場会社の事例で、複合金融商品適用指針での会計処理を認めてきたにも関わ

らず、某監査法人がそれまでの処理を覆す判断をし（本件、それまで数十社の上場

会社について数年に渡って認めてきたことを突然覆し、監査対象のクライアント企

業に混乱を与えている件については、ASBJ の議論とは別だが、某監査法人のガバナ

ンスとコンプライアンスの問題であると考える）、導入企業および導入を検討した

企業から聞き及んでいるが、某監査法人は 2014 年 5 月に、当初は「勤務条件と業

績条件のある場合」には費用処理だと言い始めたにも関わらず、その後「勤務条件

従業員等に対して権利確定条件付き有償

新株予約権を付与する取引は、平成 26 年 12

月に基準諮問会議から提言を受けて検討を

開始し、平成 29 年 5 月の公開草案の公表に

至るまで、企業会計基準委員会で 9回、実

務対応専門委員会で 8回、時間をかけ十分

な審議を行ってきた。 
審議の過程では、実際の取引の目的や権利

確定条件等の内容等をより深く把握するこ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

のない発行」に際し、勤務条件があろうとなかろうと費用計上だとの主張に展開し

てきたが、『なぜか』本公開草案の内容は、まさに某監査法人の最終的な主張そのも

のとなっている。IFRS との GAAP 差異を発生させる内容になっているにも関わらず

である。 

委員長、副委員長が某監査法人のご出身であるのだが、この点について、しっか

りと議論がなされてきたのか、実務対応専門委員会などでも、委員からの様々な発

言があったにも関わらず、特に会社法との関係については、ほとんど議論されてい

ないなどの状況に、ASBJ がその判断が相当数の企業に影響することを認識し、しっ

かり議論機能しているのかという点に、残念ながら疑問を感じる。 

とを目的として、参考人より、権利確定条件

付き有償新株予約権の内容等について意見

聴取を行い、当該参考人のご主張を配慮した

うえで、審議を行っている。 

その他のコメント 

72）本公開草案が

新興成長企業の

成長支援に悪影

響を及ぼすもの

と懸念している。

 

未上場企業、ベンチャー企業等の資本政策の柔軟性を奪うことにつながり、新興

成長企業の成長支援に悪影響を及ぼすものと懸念している。 

従業員等に対して権利確定条件付き有償

新株予約権を付与する取引は、現行のストッ

ク・オプション会計基準の公表時において想

定されていなかったことから会計上の取扱

いは必ずしも明確ではなかった。当該取引に

関する会計処理については、実務上のばらつ

きは少ないと考えられるものの、広範な影響

があり、会計処理の明確化のニーズがあるこ

とから、基準諮問会議より、当該新株予約権

を発行する企業の会計処理について審議を

行うことが提言された。 

この提言を受けて、当委員会は権利確定
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

条件付き有償新株予約権を付与する取引の

会計処理の検討を開始し、平成 29 年 5 月の

公開草案の公表に至るまで、企業会計基準

委員会で 9回、実務対応専門委員会で 8

回、時間をかけ十分な審議を行ってきた。 

また、審議の過程では、実際の取引の目

的や権利確定条件等の内容等をより深く把

握することを目的として、参考人より、権

利確定条件付き有償新株予約権の内容等に

ついて意見聴取を行っている。 

そのうえで、基準開発が与える影響も踏

まえた上で、本公開草案は、権利確定条件

付き有償新株予約権を付与する取引の会計

処理について、本実務対応報告の公表日以

前に付与された取引については従来の会計

処理を継続することを認める所要の経過措

置も設けた上で、必要と考えられる取扱い

を示すこととしたものである。 

73）本公開草案の

最終化について

は、日本の資本市

場において想定

経営陣の報酬が世界水準と比較して低いと言われている日本において、既に多く

の日本の上場企業において有償新株予約権制度が普及していることは、経営陣を含

む役職員のアップサイドインセンティブと長期的な株主利益の双方が一致する点

がコーポレート・ガバナンスの観点からも高く評価されている状況にあるものと考

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

される影響をよ

り慎重に検討す

べきである。 

 

えられる（今後は企業における有償新株予約権付与制度導入前後の株式価値成長率

の比較等により実際の導入効果を検証することも重要と考える）。また、多くの日

本の上場企業において普及している有償新株予約権制度の会計処理を変更するこ

とは、日本の資本市場において一定程度の混乱を与えることも想定されることか

ら、本会計基準の制定には日本の資本市場において想定される影響をより慎重に検

討すべきと考える。  

74） 企業にとっ

て、インセンティ

ブ制度の選択肢

を喪失すること

は望ましくない。

本公開草案の適用により、有償新株予約権が会計上の報酬として位置づけられる

ため、損益計算への悪影響を嫌気する企業は発行の動機が薄まることとなる。企業

にとっての有力なインセンティブ制度の選択肢を喪失することは望ましくないと

思われ、この観点からも本公開草案の提案が再考されることを期待したい。 

同 上 
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（別紙） 

コメント提出者の一覧 

  コメント提出者 所属等 

CL1 株式会社メディアフラッグ  

CL2 株式会社エヌジェイホールディングス  

CL3 日本公認会計士協会  

CL4 バリューコマース株式会社  

CL5 岩田 悦之 ZECOO パートナーズ株式会社 公認会計士 

CL6 リファインバース株式会社  

CL7 株式会社ディア・ライフ  

CL8 株式会社プロネクサス  

CL9 水野 修  

CL10 株式会社オプトホールディング  

CL11 株式会社アプリックス  

CL12 株式会社チェンジ  

CL13 監査法人ハイビスカス  

CL14 カルナバイオサイエンス株式会社  

CL15 LC ホールディングス株式会社  

CL16 株式会社アッセント・コンサルティング   

CL17 西 健晴 公認会計士  

CL18 中村 泰道 公認会計士  

CL19 株式会社事業承継アドバイザリー   
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  コメント提出者 所属等 

CL20 一般社団法人虎ノ門会   

CL21 株式会社フォスターソリューション  

CL22 アクアコーポレートアドバイザリー株式会社   

CL23 森 陽平 公認会計士  

CL24 株式会社 Sacco   

CL25 オンコリスバイオファーマ株式会社   

CL26 株式会社 FRONTEO  

CL27 株式会社ビッグライフ社   

CL28 木村 源基  

CL29 株式会社ブイ・シー・エヌ  

CL30 株式会社パラダイムシフト  

CL31 田中 堅二郎 税理士法人大樹 税理士・M&A シニアエキスパート 

CL32 後 宏治 公認会計士 

CL33 株式会社 IDOM   

CL34 株式会社ディスクロージャー＆IR 総合研究所  

CL35 The CFO Consulting 株式会社  

CL36 株式会社アストラッド  

CL37 株式会社オーレンスパートナーズ  

CL38 株式会社サイフューズ  

CL39 株式会社わかば経営会計  

CL40 アスク工業株式会社   
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  コメント提出者 所属等 

CL41 イグナイト・インベストメンツ株式会社  

CL42 関口 高 関口司法書士事務所 司法書士・行政書士 

CL43 税理士法人中野会計事務所   

CL44 公認会計士ＡＫＪパートナーズ共同事務所  

CL45 米田 和利  

CL46 マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社  

CL47 山本 健  

CL48 青本 真人  

CL49 株式会社キャンバス  

CL50 西守 正希 いぶき総合会計事務所 代表税理士 

CL51 株式会社ドンキホーテホールディングス   

CL52 株式会社 Housmart   

CL53 株式会社ソルクシーズ   

CL54 梅ヶ枝中央会計株式会社  

CL55 中村 政溫 公認会計士 

CL56 インヴァスト証券株式会社  

CL57 首藤 明久 監査法人ハイビスカス 公認会計士 

CL58 淀川変圧器株式会社  

CL59 前川 晶 

清水 琢麿 

塩田 大介 

法律事務所イオタ 弁護士 

法律事務所イオタ 弁護士 

法律事務所イオタ 弁護士 

CL60 佐々木 義孝  
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  コメント提出者 所属等 

CL61 小田 稔 公認会計士 

CL62 株式会社ジェイグループホールディングス  

CL63 サンクスマインド株式会社  

CL64 株式会社ジェイフィールド  

CL65 株式会社ジェイプロジェクト  

CL66 株式会社パブリカ  

CL67 萩原 義春 司法書士 

CL68 夢の街創造委員会株式会社  

CL69 株式会社 HUGE  

CL70 渡邊 剛志   

CL71 門澤 慎 門澤公認会計士事務所  公認会計士 

CL72 株式会社スーツ  

CL73 リックソフト株式会社  

CL74 ペーパレススタジオジャパン株式会社  

CL75 株式会社ベクトル  

CL76 藤枝 政雄 公認会計士 

CL77 Hibiki Path Advisors Pte. Ltd.  

CL78 株式会社パイプドビッツ  

CL79 森田 勝樹  

CL80 株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン  

CL81 平澤 伸泰 公認会計士 
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  コメント提出者 所属等 

CL82 小田根 大輔 アイネックス税理士法人 

CL83 越本 幸彦 弁護士法人 御堂筋法律事務所 弁護士 

CL84 株式会社エフオン  

CL85 株式会社エスプール   

CL86 パイプド HD 株式会社   

CL87 アドアーズ株式会社   

CL88 FICUS ホールディングス株式会社   

CL89 株式会社 ALBERT  

CL90 ウイングアーク１st 株式会社  

CL91 ライクケアネクスト株式会社  

CL92 ピクスタ株式会社  

CL93 株式会社ゴンドラ  

CL94 株式会社ビズ・クリエイション  

CL95 新日本有限責任監査法人  

CL96 株式会社マイネット・ストラテジックパートナーズ   

CL97 株式会社アイラブ  

CL98 有限責任あずさ監査法人  

CL99 株式会社リブセンス  

CL100 河野 研 公認会計士 

CL101 吉田 茂  吉田公認会計士事務所 

CL102 株式会社うえる  
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  コメント提出者 所属等 

CL103 共同ピーアール株式会社   

CL104 株式会社リナプスホールディングス   

CL105 野口 真人 京都大学 経営管理大学院 特命教授 

CL106 ホープインターナショナルワークス株式会社  

CL107 株式会社美歴  

CL108 古屋 奈穂美 司法書士 

CL109 若杉 慶太 公認会計士 

CL110 本村 健 

浦中 裕孝 

伊藤 広樹 

武藤 雄木 

岩田合同法律事務所 弁護士 

岩田合同法律事務所 弁護士 

岩田合同法律事務所 弁護士 

岩田合同法律事務所 弁護士 

CL111 株式会社ホープ  

CL112 山川 賢記 公認会計士 

CL113 株式会社 PR TIMES   

CL114 株式会社アクセル  

CL115 株式会社 Ubicom ホールディングス   

CL116 株式会社クラスタ   

CL117 株式会社 CSPJ  

CL118 株式会社モハン  

CL119 松本 浩介  

CL120 大幸薬品株式会社  

CL121 株式会社レジェンド・パートナーズ  
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  コメント提出者 所属等 

CL122 小豆澤 信也 公認会計士 

CL123 フリービット株式会社  

CL124 株式会社 RS Technologies  

CL125 あんしん保証株式会社   

CL126 株式会社エイアール   

CL127 株式会社ベガルタ仙台  

CL128 島田 光太郎 米国公認会計士 

CL129 株式会社イグニス  

CL130 株式会社マーケットエンタープライズ  

CL131 テラ株式会社  

CL132 株式会社フレンディット  

CL133 株式会社 TOKYO BASE  

CL134 高本 龍拡  

CL135 株式会社 AMBITION  

CL136 鷹野 将和 山田税理士事務所 

CL137 杉山 全功 投資家 元ザッパラス代表取締役社長 元 enish 代表取締役社長

CL138 ファイナンシャルスタンダード株式会社  

CL139 山本 敬晃  司法書士 

CL140 アブリス税理士法人   

CL141 株式会社建デポ  

CL142 中井 陽子   
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  コメント提出者 所属等 

CL143 株式会社ビーグリー   

CL144 メブキ株式会社   

CL145 株式会社大湘技研  

CL146 アイティメディア株式会社   

CL147 あゆみ製薬株式会社  

CL148 KLab 株式会社   

CL149 前垣内 毅 公認会計士  

CL150 花井 美喜夫 税理士法人トラスト 

CL151 芳野 太郎 税理士法人トラスト 

CL152 株式会社 Global9  

CL153 コムシード株式会社  

CL154 株式会社グライダーアソシエイツ  

CL155 工藤 篤 税理士法人九州総合会計 公認会計士・税理士 

CL156 C Channel 株式会社   

CL157 株式会社ロゼッタ  

CL158 株式会社グローヴァ  

CL159 株式会社ガイアックス  

CL160 株式会社カレン  

CL161 株式会社エニドア  

CL162 田島 大輔  

CL163 株式会社ジモティー   
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  コメント提出者 所属等 

CL164 伊藤 英佑 伊藤会計事務所 公認会計士 

CL165 株式会社 Vapes   

CL166 株式会社ボードルア  

CL167 ソフトバンク・テクノロジー株式会社  

CL168 株式会社 SACT   

CL169 ブレインプレス株式会社  

CL170 ビジネスプランニングラボ  

CL171 大和ハウス工業株式会社  

CL172 寺田 航平  

CL173 アトラ株式会社  

CL174 尾方 宏行 司法書士 

CL175 グローバル・ブレイン株式会社  

CL176 株式会社ブルームノーツ  

CL177 株式会社 Great Ideas  

CL178 株式会社スマートロボティクス  

CL179 アクセルマーク株式会社  

CL180 株式会社エアリアルラボ  

CL181 株式会社フレイバ・プロジェクツ  

CL182 株式会社エスネットワークス  

CL183 森 伸雄  

CL184 五十君 房洋  
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  コメント提出者 所属等 

CL185 株式会社エモクロ  

CL186 株式会社ファーマフーズ  

CL187 野中 多聞 公認会計士 

CL188 みやこキャピタル株式会社  

CL189 ライクスタッフィング株式会社  

CL190 株式会社サクセスアカデミー  

CL191 株式会社エースタッフ  

CL192 サクセスホールディングス株式会社  

CL193 株式会社ボナック  

CL194 株式会社サンゲツ  

CL195 岡田 広   

CL196 Smart Contract 株式会社  

CL197 日本商業開発株式会社  

CL198 ライク株式会社  

CL199 宮内 智弘   

CL200 小木曽 正人  小木曽公認会計士事務所  公認会計士  

CL201 株式会社ノバレーゼ  

CL202 株式会社プルータス・コンサルティング  

CL203 一般社団法人新経済連盟  

CL204 楽天株式会社  

CL205 株式会社セイダン  
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  コメント提出者 所属等 

CL206 株式会社アップランド  

CL207 フォーサイト総合法律事務所  

CL208 雨宮 美季 AZX Professionals Group 弁護士 

CL209 あすかコーポレイトアドバイザリー株式会社  

CL210 アートスパークホールディングス株式会社  

CL211 槙原 藤隆  税理士 

CL212 LAP 有限責任事業組合  

CL213 イノベーション・エンジン株式会社  

CL214 テックファームホールディングス株式会社  

CL215 雨宮 秀仁   

CL216 センクシア株式会社  

CL217 株式会社リアルワールド  

CL218 有限責任監査法人トーマツ  

CL219 株式会社グッドラック・コーポレーション  

CL220 成川 毅 公認会計士 

CL221 株式会社ネクステージ  

CL222 細谷 佳津年  

CL223 株式会社フォルテワン  

CL224 株式会社リレイションデザインセンター  

CL225 ビットプロパティ−株式会社  

CL226 株式会社 enish  
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  コメント提出者 所属等 

CL227 株式会社オウチーノ  

CL228 ウォンテッドリー株式会社  

CL229 アルヒ株式会社  

CL230 株式会社サダマツ  

CL231 株式会社 FiNC  

CL232 株式会社エボラブルアジア  

CL233 株式会社 gumi  

CL234 神先 孝裕  Kepple 会計事務所  公認会計士・税理士  

CL235 落合 広樹  

CL236 日色 誠 公認会計士 

CL237 檜山 康明  

CL238 スターフェスティバル株式会社  

CL239 江黒 崇史 江黒公認会計士事務所 公認会計士 

CL240 松田 良成 弁護士法人漆間総合法律事務所 弁護士 

CL241 JapanTaxi 株式会社  

CL242 株式会社マーキュリアインベストメント  

CL243 IPR ベンチャーキャピタル株式会社  

CL244 山元 雄太  山元法律事務所  

CL245 辻子 佑梨  

CL246 山本 修平  

CL247 第一東京弁護士会 総合法律研究所 会社法研究部会 有志  
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  コメント提出者 所属等 

CL248 吉井 一洋 大和総研金融調査部 制度調査担当部長 

CL249 山田 昌史 米国公認会計士 

CL250 錦戸 傑宜 株式会社スカイディスク CFO 

CL251 浅利 圭佑 公認会計士 

CL252 covalent 株式会社  

CL253 黒澤 基弘 

白田 太郎 

公智法律事務所 弁護士 

公智法律事務所 弁護士 

以 上 


